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序    文 
 

ベトナム社会主義共和国では、1986年のドイモイによる市場経済システムの導入と対外開放政
策が進められてきました。1990年代以降も、国内において市場経済化のための様々な改革が進展
する中、経済発展を担う民間部門の人材育成が重要課題の一つとして位置付けられてきました。

一方、わが国においては、アジアの移行経済国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材協

力センター」の設立が構想されました。このような背景の下、わが国は2000年9月より5年間の計
画で「ベトナム日本人材協力センタープロジェクト」を開始し、現在フェーズ2を実施しています。 
フェーズ2では、フェーズ1の実績と成果を踏まえ、ベトナム日本人材協力センターがベトナム

の民間部門における競争力をより強化させるとともに、日本とベトナム両国の協力拠点としての

機能をより高めることを目的として活動を行っています。 
今般、フェーズ２の協力終了にあたり、プロジェクトの目標達成状況を確認するため、2010年1

月10日から同1月30日の日程で、終了時評価調査団を現地に派遣し、ベトナム側と合同でプロジェ
クトの終了時評価を実施しました。本報告書は、同調査団の調査・協議結果をとりまとめたもの

であり、本プロジェクトのみならず、他国における日本センター事業をより効果的かつ効率的に

実施していくための参考として、広く活用されることを願うものです。 
終わりに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層

のご支援をお願いする次第です。 
 
平成22年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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評価調査結果要約表 
1．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：ベトナム日本人材協力センタープロジェ

クトフェーズ2 

分野：人的資源開発一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部ガバナンスグループ日

本センター課  
協力金額（2008年度末時点）：9.1億円 

1）先方関係機関：教育訓練省 
2）実施機関：外国貿易大学（FTU） 

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 協力期間 2005/9/1～2010/8/31 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

 ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、市場経済システム導入に伴う人

材育成が重要課題の一つとして位置付けられている。一方、わが国においては、アジアの市場

経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材協力センター」の設立が構想された。

これを背景とし、「ビジネスコース」、「日本語コース」、「相互理解促進」を活動の三本柱とした

技術協力プロジェクトとして「ベトナム日本人材協力センター（Vietnam-Japan Human Resources 
Cooperation Center：VJCC）プロジェクト」を、外国貿易大学（Foreign Trade University：FTU）
をカウンターパート機関として、ハノイ及びホーチミン市の2ヵ所で実施することで合意し、
2000年9月から5年間のプロジェクトが開始された。この成果を受け、2005年からフェーズ2を実
施している。 

 フェーズ2においては、VJCCが、ベトナムの市場経済における競争力を強化させるとともに、
日本とベトナム両国の協力関係の更なる強化を推進する拠点としての機能をより高めることを

目的とし、1）持続的な運営が可能となるための体制構築及び現地人材の活用（現地化）、2）現
地ニーズの拡大と多様化に対応するためのベトナム及び日本側関係機関との連携強化（支援体

制の多様化）、3）アセアン諸国にて展開している他、日本センターとの連携による、日本セン
ター間の協力の推進を図る拠点（拠点化）としての役割を担うことをめざした各種活動を実施

している。 

 2008年9月に実施された中間評価調査では、これまでの活動からプロジェクト目標の達成見込
みが高いことが確認されたものの、プロジェクト終了に向けて、自立発展性の向上が必要であ

ることが指摘されている。このような提言を受け、現在プロジェクトでは、運営体制の強化や

財政状況改善の面で様々な努力が続けられている。また、プロジェクト関係者間でのワーキン

ググループを通じて、VJCCの将来的な運営体制について議論が深められ、共通認識が醸成され
てきている。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、VJCCにおける｢ビジネスコース｣、「日本語コース」、「相互理解促進」の
活動を通じて、VJCCがベトナムの市場経済における競争力の強化、日越の相互理解の促進、ア
セアン諸国日本センター間の連携の拠点としての機能を構築することをめざすものである。 
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 （1）上位目標 
市場経済におけるベトナム企業の競争力が強化されるとともに、両国間の交流・協力関係

が促進される。 

 

 （2）プロジェクト目標 
ア）ベトナムの市場経済における競争力の強化及び両国の相互理解の促進等に資する、質

の高い各種コースやセミナーを提供するセンターとしての実施体制が強化される。 

イ）ベトナム日本センターがアセアン諸国日本センター間の連携の拠点としての機能を構

築する。 

 

 （3）アウトプット 
ア）センター運営が円滑かつ継続的に実施される基盤が構築されるとともに、センターの

自主的運営体制が強化される。 

イ）実践的なビジネス分野の各種コースやセミナー、研修を実施するための体制が強化さ

れるとともに、現地ニーズに合わせた質の高いコース等を提供する。 

ウ）日本語を指導する各種コース及びセミナーが開催されるとともに、ベトナムにおける

日本語教育に対する助言を行う役割を担う。 

エ）ベトナムにおいて、ベトナム・日本間の相互理解促進に資する各種活動が開催される。 

オ）近隣アセアン諸国にて活動している日本センターと連携し、日本センター間の協力を

推進するだけでなく、各センターが所持しているノウハウを活用し効果的及び効率的

な活動を行う。 

 

 （4）投入  
ベトナム側 

ア）C/P配置 
イ）スタッフ配置 

ウ）土地・建物・設備 

エ）ローカルコスト 

オ）便宜供与  

 

日本側（総投入額：9.1億円） 
ア）専門家派遣 

イ）機材供与  

ウ）C/P本邦研修 
エ）ローカルコスト負担   

オ）現地スタッフ雇用 

 
VJCC活動収入 
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２．評価調査団の内容 

アドバイザー 荒木 光彌 日本センター事業支援委員会 委員長 

団長・総括 中川 寛章 JICA公共政策部 部長 

副総括 伏見 勝利 JICA公共政策部 日本センター課 課長 

日本語コース評価分析 有馬 淳一 

 

独立行政法人国際交流基金 日本語教育ア 

ドバイザー 

日本語コース評価企画 

 

武田 友理 

 

独立行政法人国際交流基金 さくらネット 

ワークチーム 

評価分析 高橋 佳子 有限会社Y’sコンサルティングオフィス 

調査者 

協力企画 大久保 美穂 JICA公共政策部 日本センター課 

調査期間 2010年1月10日～1月30日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）アウトプットの達成度 
アウトプット1 「センター運営が円滑かつ継続的に実施される基盤が構築されるとともに、

センターの自主的運営体制が強化される。」 

 

ステアリングコミッティー・定例会議が定期的に開催され、意思決定や情報共有のための

仕組みが構築されていること、センター運営に関する規程が整備されてきていること、セン

ター運営にかかる収支は毎年改善してきていることから、アウトプットの指標をおおむね満

たしていると判断され、プロジェクトの運営管理基盤は一定程度整備されていると言える。

しかしながら、プロジェクト終了後に向け、更なる自立性を確保するためには、ベトナム側

マネジャー及びスタッフがこれまで以上にセンターの運営管理に関与していく必要がある。 

 

アウトプット2 「実践的なビジネス分野の各種コースやセミナー、研修を実施するための体
制が強化されるとともに、現地ニーズに合わせた質の高いコース等を提供す

る。」 

 

2007年のWTO加盟後、ベトナムの民間企業にとっては、国際競争力をいかにつけていくか
が喫緊の課題となった。こうしたベトナムの産業・経済界のニーズに応じるため、VJCCのビ
ジネスコース（Business Course：BC）では、生産管理、マーケティング、人材開発、財務管
理、経営戦略など、一貫して実践的な知識とスキルの提供をしてきたことが確認された。実

際、2005年から2009年のハノイ及びホーチミン市のBC受講者のうち82％がVJCCのBCを「実
践的かつ有益である」と評価している。 

BCの運営実務のほとんどはベトナム側マネジャーとスタッフによって実施されている。し
かし、年間のコース計画は、日本人講師が担当するコース分は主に日本人専門家が作成、現

地講師が担当するコース分は主にベトナム側マネジャーが作成している。講師の現地化につ

いては「コミュニケーションスキル」や「経営マネジメント」等現地講師が教授することに

メリットのある科目は現地講師が担当している。 
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アウトプット3 「日本語を指導する各種コース及びセミナーが開催されるとともに、ベトナ
ムにおける日本語教育に対する助言を行う役割を担う。」 

 

VJCCの日本語コース（JC）では、これまで一般日本語学習者や日本語教師のニーズを満た
すべく、コースの提供のみならず、日本語セミナー、勉強会、ニューズレターの発行などを

行ってきている。ベトナムの日本語学習者数はこの10年間に3倍近く急増しており、それに伴
って民間の日本語学校、日本語教師も増加してきたが、VJCCが日本語教師に対する唯一の支
援機関として、ベトナムにおける日本語教育の質の確保に貢献してきた。フェーズ1から中
級・上級コースを開催してきた一般コースは、2007年頃より日本語能力検定試験（JLPT）1
級、2級対策コース数を増加させる方針へと転換し、多くの受講者を集めている。  
講師の現地化については、ネイティブの日本人教師でなければ教えられないコースを除き、

ほぼ非常勤の現地講師で実施できるレベルにある。しかしながら、質の高い現地講師の継続

的な確保は、自立にむけた課題といえる。 

 

アウトプット4 「ベトナムにおいて、ベトナム・日本間の相互理解促進に資する各種活動が
開催される。」 

 

相互理解促進活動については、現在プロジェクトでは、大学間交流支援や日本のビジネス

文化理解等、より人材育成に貢献する活動に重きを置くようになった。こうした活動（他組

織との共催）は、これまでに546回実施され、2005年からの参加者延べ人数は76,906名となっ
た。ハノイとホーチミン市にあるVJCCの図書館は、日本語の図書や教材、日本文化関連図書、
DVD、雑誌など多くの蔵書を有していることから、特に日本語教師及び学習者からの評判が
高い。 

 

アウトプット5 「近隣アセアン諸国にて活動している日本センターと連携し、日本センター
間の協力を推進するだけでなく、各センターが所持しているノウハウを活用

し効果的及び効率的な活動を行う。」 

 

これまでに、カンボジア日本人材開発センター、ラオス日本人材開発センターとの間で計7
回の連携活動が実施された。しかしながら、こうした連携は、綿密な計画に基づき実施され

たものではなく、各日本センターからの要望によるものであった。本アウトプットの達成が

困難であった背景には、他国の日本センタープロジェクトの計画に連携活動が含まれていな

かったことと、各国のニーズや状況が異なる点が挙げられる。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標1 「ベトナムの市場経済における競争力の強化及び相互理解促進等に資す

る、質の高い各種コースやセミナーを提供するセンターとしての実施体

制が強化される」 

プロジェクト目標2 「ベトナム日本センターがアセアン諸国日本センター間の連携の拠点と
しての機能を構築する」 
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  1）VJCC運営体制の基盤構築  
 アウトプット1の成果のとおり、ベトナム側による自立的なセンター運営のための各種整
備がなされており、また、運営ノウハウや教訓も蓄積されてきている。また、プロジェク

ト目標の指標であるセンターの財政状況の観点から見ると、センター運営経費に対する

VJCC活動収入の割合は毎年改善している。これらのことから、センター運営の基盤は一定
程度整備されつつあることが確認された。しかしながら、プロジェクトの自立発展性の観

点からは、ベトナム側スタッフのセンター運営への更なる関与が不可欠である。 

 

  2）実践的ビジネスコースの提供 
 VJCCは、「生産管理」など一般コースから「経営塾」まで幅の広いビジネスコースを提
供してきており、プロジェクト目標の指標1「ビジネスコース、セミナー参加者の満足度」
については、2007年では平均で84.7％、2008年には平均で83.5％と高い値となっている。「現
場指導」を受けた企業へのアンケートでも、「VJCCの現場指導が企業の改善に貢献した」
と回答した企業は、VJCCハノイで91％、VJCCホーチミン市で100％であった。現地講師の
育成については、日本的なビジネスノウハウの提供という考えもあり、積極的に行われて

きたとは言いがたく、FTU講師を含む現地講師候補者への日本人講師からの技術移転は2009
年にスタートしたところである。 

  

  3）上級日本語コースの提供 
 アウトプット3の成果で延べたとおり、VJCCではフェーズ1から一貫して中・上級コース
に焦点をあてており、フェーズ2実施期間中も、日本語能力試験1級、2級の対策コースを提
供している。これらの上級コースは、他の民間の日本語学校や大学の日本語学部では開講

が困難なものであった。日本語能力試験対策コースに関しては、受講者の試験合格率は大

きく向上し、2008年ハノイでは2006年と比較して1級で4倍強、2級で1.5倍となった。また、
日本語講師向けセミナー及びコースを提供している機関は、VJCC以外に存在せず、VJCC
がハノイとホーチミン市における日本語教育の中核としての重要な役割を担ってきたとい

える。 

 

  4）相互理解の活動及びイベントの提供 
 VJCCは、アウトプット4が示すとおり、スピーチ・コンテストやホイアン祭りなどさま
ざまなイベント、文化的交流活動を他機関との共催で実施してきた。また、フェーズ2後半
からは、活動の主たるターゲットを日本・ベトナム文化の相互理解から、日本のビジネス

文化を理解した人材育成にシフトしている。これにともない、フェーズ1期間中から派遣さ
れてきた相互理解専門家は、2008年12月に終了し、現在はVJCC現地スタッフ、日本人専門
家、ベトナム人学生等のボランティアにより活動が企画・運営されている。 

   

  5）アセアン諸国日本センター連携の拠点としての機能構築（プロジェクト目標2） 
 アウトプットの5に記述のとおり、カンボジア日本人材開発センター及びラオス日本人材
開発センターとの間で、計7回の活動等が実施された。 
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３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 
プロジェクトの妥当性は高い。 

プロジェクト目標及び上位目標は、日本の対ベトナム援助政策が優先分野のひとつとする

経済成長の促進及び国際競争力の強化に照らして整合性が取れている。また、ベトナムの国

家政策においても、「ベトナム国社会経済政策10年戦略（2001-2010）」及び「第8次ベトナム
国社会経済5ヵ年計画（2006-2010）」で強調されている市場経済を推進する人材及び技術の向
上が等に照らして妥当性は高いといえる。 

 

 （2）有効性 
プロジェクトの有効性は高い。 

終了時評価調査の時点では、アウトプット1のVJCCの実施体制は強化途上ではあるものの、
通常業務についてはマネジャー及びスタッフによる実施が可能なレベルにある。（2）アウト
プットの達成度の項で記述したとおり、ビジネスコース（アウトプット2）、日本語コース（ア
ウトプット3）、相互理解（アウトプット4）においては、すでに多くの成果が発現しており、
これら3つのアウトプットのプロジェクト目標達成への貢献度は非常に高いことが確認され
た。 

 

 （3）効率性 
プロジェクトの効率性は中程度である。 

プロジェクトが目に見えるアウトカムを発現したことは明白ではあるものの、カウンター

パート配置に空席期間があったこと等から、投入の適切性及び投入に対するアウトプットの

発現状況から高いとは言えず、効率性は中程度といえる。 

 

 （4）インパクト 
上位目標の達成見込は、現在のところ判断は困難であるものの、いくつかの正のインパク

トが確認されている。 

 

1）上位目標達成の見込み 
VJCCのBCによる「現場指導」を受けた企業からは、実際に企業経営の改善報告がされて

いるが、ベトナム全土の企業数が圧倒的に多いことを考慮した場合、上位目標の達成度を

現時点で評価するのは時期尚早と言える。しかしながら、今後、VJCCがJICAの「中小企業・
裾野産業育成支援プログラム」の1コンポーネントとして、ベトナム企業の競争力強化に貢
献することで、上位目標も達成されることが期待される。 

 

2）その他、予期しなかった正のインパクトは以下のとおりである。 
a）BCの小規模日系企業への貢献 
小規模の日系企業にとっては、企業内でマネジャー及びスタッフへの研修実施が困難

であることから、質の高い現地マネジャーの雇用やスタッフの育成は大きな課題である。

現在のVJCCホーチミン市のBC参加者の4分の1は日系企業からの参加者であり、VJCCが
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これらの日系企業に社外研修の機会を提供しているといえる。 

 

b）ビジネスコース及び日本語コースの新たなコースへの試み 
VJCCが先駆的に実施した日本語コースに収益性があることが判明すると、いくつかの

民間日本語学校も同様のコースを開設した。また、ビジネスコースについても同様に大

学や民間のコンサルティング会社が、VJCCと類似のビジネスコースを提供する例が散見
される。 

 

c）迅速な日本の援助実施の為の拠点 
日本政府が世界的な経済危機に取り組む支援を決定した際、VJCCはJICA専門家のタイ

ムリーな派遣に貢献した。具体的には、ベトナムに「融資審査能力向上セミナー」及び

「ビジネスプラン作成セミナー」分野の専門家を派遣する際、VJCCがニーズの確認、セ
ミナー開催準備等を行うことにより、迅速な対応が可能となった。 

 

 （5）自立発展性 
プロジェクトの自立発展性は確保される見込みである。 

1）組織的自立発展性 
日本語コース（Japanese Course：JC）マネジャー及びVJCCホーチミン市のBCマネジャー

はプロジェクト実施期間中、FTUから常時配置されておらず、プロジェクト終了後のVJCC
の運営管理の基盤は必ずしも安定しているとはいえない。しかしながら、2008年5月以降、
越・日関係者による11回に及ぶワーキンググループ会議を通じ、 将来的なVJCCの役割や、
自立発展に向けたVJCCの運営管理体制が真摯に検討され、相互に共通認識が芽生えている
ことから、本プロジェクト終了までに、組織的自立発展性は高められるものと考える。 

 

2）技術的自立発展性 
a）ビジネスコース 

BCの運営は主にBCマネジャーとスタッフによって実施されており、必要に応じ日本人
専門家がサポートしている。BC講師については、従来、BCでは日本的なノウハウの教授
を売りにしていたことから、現地講師化を必ずしも積極的に進める機運が高まっておら

ず、BC日本人専門家からFTUの講師候補者等への技術移転は本格的に行われたのは2009
年からであった。その後現地講師の活用が検討された結果、講師候補者リストも作成さ

れており、このリストをもとに順次現地講師として活用していく予定である。 

 

b）日本語コース 
ほとんどのコースが現地講師によって実施可能であり、ベトナム人マネジャーとスタ

ッフによりコースを継続できると考える。また、日本語学習の人気向上もあり、コース

の受講料収益も見込まれることから、常勤で質の高いJCマネジャーがVJCCハノイ及びホ
ーチミン市に配置されれば、JCの自立発展性は確保される見込みである。 
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c）相互理解促進活動 
VJCCハノイ及びホーチミン市における相互理解促進活動の運営は、VJCCスタッフ、越

日学生会議の学生、文化クラブ（例えば裏千家茶道）等のボランティアによって行われ

ている。しかしながら、イベントの計画、日系企業、大学、NGOとの関係づくりなどに
は、日本人専門家支援からの支援が引き続き必要である。 

 

3）財政的自立発展性 
センター運営経費に対するVJCC活動収入の割合は増加傾向にあり、2005年に24.7％であ

ったものが、2009年9月時点では、64.2％となっている。このように財政状況は年々改善が
見られるものの、財政的自立発展性を確保するためには、今後更に自己収入の増加、支出

削減を図り、収支の改善を図る必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 ビジネスコースの実施において、プロジェクトは2007年以降ビジネスコース、現場指導、本
邦研修を組み合わせ、現地の有望企業を戦略的に育成し、ベトナムにおいてモデルとなる企業

の創出に注力してきた。この試みは、ビジネスコースの効果を高め、プロジェクトの効果発現

に貢献したと言える。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 プロジェクト開始時に策定されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）は、書きぶりや指標の設定に明確でない部分が散見される。また、プロジェクト
の進捗に伴い、当初の計画から変更された部分も見られるので、プロジェクトのモニタリング

を適切に行うためには、状況の変化に応じてプロジェクトの計画（PDM）を見直していく必要
があったと考えられる。 

 

３－５ 結論 

 プロジェクトの実績及び5項目評価の結果から判断し、プロジェクト終了時までにプロジェク
ト目標を達成する見込はおおむね高いと言える。なお、今次プロジェクト半ばまで、VJCCの運
営についてベトナム及び日本側間で共通認識が必ずしも図られていなかった中、2008年5月以
降、ベトナム側及び日本側関係者によるワーキンググループを通じた議論の結果、関係者間で

将来的なVJCCの方向性に関する共通認識が醸成され、更にはFTUの独自の事業としての「CEO
養成コース」が、VJCCとの連携によって実施が実現する等の成果が出ている点は、特記事項と
して挙げられる。 

 

３－６ 提言 

 （1）フェーズ2後のベトナム側所長の早期配置 
ワーキンググループでも議論されてきたとおり、フェーズ2終了後は、VJCCハノイ、VJCC

ホーチミン市のそれぞれにおいて、ベトナム側所長が主体的にVJCCを運営していくことにな
った。右移行に向けて、フェーズ2期間中に運営体制を整備しておく必要があり、十分な準備
期間を確保するためにも、FTU側は、遅くとも5月までに専任のベトナム人所長を配置するこ
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とが求められる。 

 

 （2）具体的な運営体制計画の作成 
フェーズ2後の新たな実施体制への移行をスムーズに実現するためには、これまでのワーキ

ンググループでの成果も踏まえ、FTU、ベトナム側所長、日本人専門家、JICA事務所等の関
係者を交えた議論を進め、フェーズ2終了後のVJCCの具体的な運営体制計画（事業内容、運
営計画、予算計画、人員配置等）を予め策定する必要がある。 

 

 （3）財務的自立発展性の確保 
フェーズ2期間中、VJCCの財政状況の改善が図られてきたものの、更なる自立性を高める

ため、VJCCの事業内容やBC、JCの受講料の見直し、受託事業拡大等による収入の多角化、支
出内容の見直しを図っていくことが求められる。目標として、現プロジェクト終了時までに、

センター運営経費全体の60％を自己収入でカバーすることをめざす。 
 

３－７ 教訓 

 フェーズ2半ばまで、VJCCの将来的な運営についてベトナム及び日本側間で共通認識が必ず
しも図られていなかった。しかしながら、2008年5月以降、計11回にわたり継続的に実施されて
きたベトナム側及び日本側関係者によるワーキンググループを通じて、関係者間のコミュニケ

ーションが深まり、将来的なVJCCの方向性に関する共通認識が醸成された。また、FTUのプロ
ジェクトに対するオーナーシップを高めることにもつながり、円滑なプロジェクトの実施に貢

献した。ワーキンググループの設置はプロジェクト開始当初は計画されていなかったが、ベト

ナム側との関係を強化し、主体性を引き出すうえで有効であったと言える。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 案件の背景・概要 

 ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、1986年のドイモイによる市場経済
システム導入と対外開放政策が進められてきた。1990年代以降も、国内において市場経済化のた
めの様々な改革が進められる中、経済発展を担う民間部門の人材育成が重要課題の一つとして位

置付けられてきた。一方、わが国においては、アジアの移行経済国に対する人材育成支援の一環

として、「日本人材協力センター」の設立が構想された。この構想に基づき、「ビジネスコース」、

「日本語コース」、「相互理解促進」を活動の三本柱とした技術協力プロジェクトとして「ベトナ

ム日本人材協力センター（VJCC）プロジェクトを、外国貿易大学（FTU）をカウンターパート機
関として、ハノイ及びホーチミン市の2ヵ所で実施することで合意し、2000年9月から5年間のプロ
ジェクトが開始された。さらに、無償資金協力による施設が、2002年3月にハノイ、5月にホーチ
ミン市にそれぞれ完成し、ビジネスコース等の各種講義が開始されるなどプロジェクト活動が本

格化した。 

 フェーズ2においては、VJCCが、ベトナムの民間部門における競争力を強化させるとともに、日
本とベトナム両国の協力関係の更なる強化を推進する拠点としての機能をより高めることを目的

とし、1）持続的な運営が可能となるための体制構築及び現地人材の活用（現地化）、2）現地ニー
ズの拡大と多様化に対応するためのベトナム及び日本側関係機関との連携強化（支援体制の多様

化）、3）アセアン諸国にて展開している他、日本センターとの連携による、日本センター間の協
力の推進を図る拠点（拠点化）としての役割を担うことをめざした各種活動を実施している。 

 2008年9月に実施された中間評価調査では、これまでの活動からプロジェクト目標の達成見込み
が高いことが確認されたものの、プロジェクト終了に向けて、自立発展性の向上が必要であるこ

とが指摘されている。このような提言を受け、現在プロジェクトでは、運営体制の強化や財政状

況改善の面で様々な努力が続けられている。また、FTU、在ベトナム日本国大使館、JICAベトナ
ム事務所、プロジェクト側の各代表者の参加によるワーキンググループ（WG）が、2008年5月よ
り計11回開催されてきた。これにより、VJCCの将来的な運営体制について議論が深められ、共通
認識が醸成されてきている。 

 現在、ハノイに3名（チーフアドバイザー、日本語教育1、業務調整）、ホーチミンに3名（チーフ
アドバイザー補佐、日本語教育、業務調整）の日本人長期専門家を派遣中であり、（1）ビジネス
コース、（2）日本語コース、（3）相互理解促進の3本柱を中心とした活動を実施している。また、
FTUよりハノイに3名、ホーチミンに3名のカウンターパートが配置されている。 

                             
1 日本語教育専門家は国際交流基金との連携に基づく派遣 
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１－２ 調査の目的 

（1）当初計画及び中間評価調査結果と照らし、投入実績、活動実績、管理運営状況、カウンタ
ーパートへの技術移転状況、外部条件等について確認を行う。 

（2）JICA事業評価ガイドラインに基づき、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、
自立発展性）の観点から評価分析を行う。 

（3）目標達成の程度を判定したうえで、プロジェクトに残された課題をベトナム側関係者と確
認し、議事録（Minutes of Meeting）としてベトナム側関係者と署名する。 

（4）プロジェクト終了までのベトナム側による自立的な日本センター運営に向けたロードマッ
プを確認する。 

（5）評価結果を踏まえ、現在要請中の次期プロジェクトの方向性について、ベトナム側関係者
と意見交換を行う。 

 

１－３ 調査概要 

事前準備： 

（1）終了時評価対処方針の決定（対処方針会議） 
（2）既存資料に基づくプロジェクト活動実績の確認 
（3）既存資料に基づくプロジェクト目標達成度の確認 
（4）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価（仮説） 
現地調査： 

（5）面談等を通じたプロジェクト活動実績の確認 
（6）面談等を通じたプロジェクト目標達成度の確認 
（7）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価（仮説の修

正） 

（8）協力終了までの活動提言 
（9）成功要因、目標達成の阻害要因分析、教訓抽出 
（10）プロジェクト終了後の方針検討 
（11）ベトナム側関係者との評価分析結果に係る協議 
（12）協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）署名・交換 
帰国後： 

（13）今後のプロジェクト活動に反映すべく合意事項について本邦関係者と情報共有を行う（帰
国報告会）。 

 

１－４ 調査団の構成と日程 

●調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

アドバイザー 荒木 光彌 日本センター事業支援委員会 委員長 

団長・総括 中川 寛章 JICA公共政策部 部長 

副団長 伏見 勝利 JICA公共政策部 日本センター課 課長 

日本語コース評価分析 有馬 淳一 国際交流基金 ベトナム日本文化交流センター 
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日本語コース評価企画 武田 友理 国際交流基金 さくらネットワークチーム 

評価分析 高橋 佳子 有限会社 Y’sコンサルティングオフィス 

協力企画 大久保 美穂 JICA公共政策部 日本センター課 

 

●調査日程 

現地調査は、2010年1月10日から1月30日にわたり行われた。日程表は以下のとおりである。 

  荒木委員長/中川団長 伏見副団長/大久保団員 高橋団員 
武田団員 

/有馬団員(ハノイから参団)

  アドバイザー/団長・総括 副総括/協力企画 評価分析 日本語コース評価 

1/10 Sun 成田→ホーチミンへ移動

1/11 Mon 現地調査 

1/12 Tue 

 

現地調査 

1/13 Wed 成田→ホーチミンへ移動 ホーチミン→ハノイへ移動

1/14 thu 関係者インタビュー 現地調査 

1/15 Fri 

  

関係者インタビュー 現地調査 

1/16 Sat   資料整理 資料整理 

1/17 Sun   ホーチミン→ハノイへ移動 ハノイ→ビエンチャンへ移動

1/18 Mon 関係者インタビュー 

1/19 Tue 関係者インタビュー 

1/20 Wed 

 

関係者インタビュー 

1/21 Thu 成田→ホーチミンへ移動 評価レポート準備 

1/22 Fri 

 

VJCCでの意見交換 

ホーチミン→ハノイへ移動
評価レポート準備 

 

1/23 Sat  資料整理  

1/24 Sun  資料整理  

1/25 Mon 

9:00～ 9:30 FTUとの協議（チャウ学長との協議）

9:30～10:30 FTU関係者へのインタビュー 

午後：ミニッツ準備 

1/26 Tue 

 

終日：ミニッツ事前協議（FTU、MOET） 

1/27 Wed 成田 →ハノイへ移動 終日：ミニッツ準備 

1/28 Thu 
ＡＭ：JICA事務所、プロジェクトとの協議 

14:00：Ｍ/Ｍ署名、FTU・MOET・MPIとの協議 

1/29 Fri 

10:00 国際交流基金 

11:30 大使館 

15:00 日本商工会関係者との意見交換 

15:30 JETRO 

17:00 JICAベトナム事務所報告 

 

1/30 Sat 帰国  
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１－５ 主要面談者 

 調査期間中における、主要な面談者は以下のとおりである。 

 

（1）ベトナム側 
1．Ministry of Education and Training 

Ms. Tran Huong Ly, International Cooperation Department 
 
2．Ministry of Planning and Investment 

Mr. Nguyen Xuan Tien, Deputy Director General, Foreign Economic Relations Department  
Mr. Nguyen Hoang Linh, Foreign Economic Relations Department 

 
3．Foreign Trade University 

Prof. Dr. Hoang Van Chau, President 
Dr. Pham Thi Hong Yen, Head, Human Resources and Administration Department 
Dr. Vu Hoang Nam, Head, International Cooperation Department 
Dr. Nguyen Thu Thuy, Dean, Faculty of Business Administration 

 
4．VJCC  

Mr. Do Van Trung, Director（ハノイ） 
Dr. Nguyen Quang Minh, Director（ホーチミン市） 
Ms. Phung Kim Anh, Deputy Director（ハノイ） 

 

（2）日本側 
1．VJCC（ハノイ） 
小樋山 寛 チーフアドバイザー 

内田 恭男 業務調整専門家 

村上 吉文 日本語コース専門家 

 

2．VJCC（ホーチミン市） 
藤井 孝男 チーフアドバイザー補佐 

田島 久 業務調整専門家 

平岩 桂子 日本語コース専門家 

 

3．在ベトナム日本国大使館 
坂場 三男 大使 

勝又 晴美 参事官 

神谷 直子 一等書記官 

冨澤 洋介 一等書記官 
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4．国際交流基金 ベトナム日本文化交流センター 
吉川 竹二 所長 

榛澤 周一 副所長 

 

5．日本貿易振興機構 ハノイ事務所 
守部 裕行 所長 

 

6．日本商工会 
大平 和宏 会長（第一生命保険相互会社 ハノイ駐在員事務所 所長） 

朝比奈 志郎 副会長（三井物産株式会社 ハノイ事務所 所長） 

齋藤 明弘 金融部会長（みずほコーポレート銀行 ハノイ支店 支店長） 

阿部 信弥 工業部会長（パナソニックベトナム 社長） 

景山 幸郎 工業部会員（キャノンベトナム 社長） 

 

7．JICAベトナム事務所 
築野 元則 所長 

東城 康裕 次長 

和田 暢子 所員 

林田 隆之 企画調査員 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価手法について 

本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン改訂版（2004年3月）』に基づき、PCM手法の考え方
を用いた評価手法に沿って、プロジェクトの計画と現状とを比較し評価を実施した。プロジェク

トの計画は、その概要表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM Ver.1）を用いた。
評価調査実施のための評価デザインは、関連資料レビューののち、すべての評価調査項目を実績、

5項目評価ごとに「評価グリッド」としてまとめた。 
1）実績の検証 
はじめに、それぞれの目標に設定された指標の数値目標について、その達成度をみる「実績

の検証（投入の実績、アウトプットの発現状況、目標の達成度）」を行った。 

2）評価5項目による価値判断 
実績及び実施プロセスを基に、総合的な視点となる「評価5項目（「妥当性」「有効性」「効率

性」「インパクト」「自立発展性」）」によって、プロジェクト実施の価値を判断した。 

 

２－２ データ収集方法 

評価のための情報収集源及びデータ収集方法は、以下のとおりに実施した。 

1）資料レビュー 
以下のプロジェクト関連資料をレビューし、評価デザイン、プロジェクトの実績、実施プロ

セスの確認を行った。「PDM（Ver.1）」、「フェーズ1終了時評価調査報告書（2005）」、「中間評
価調査報告書（2008）」、「プロジェクト事業進捗報告書（2005 – 2009）」、プロジェクト作成資
料、「ビジネス・コースベースライン・サーベイ・レポート」（2007）、ほか。 

2）質問票調査（回答者記入方式） 
プロジェクトの専門家及びカウンターパートに対し、現地調査開始前に回答者個別記入方式

の質問票を作成、プロジェクト経由で送付した。回収は直接メールによる提出で回収された。 

3）インタビュー調査 
プロジェクト関係者への個別インタビューは、日本人専門家、カウンターパート及びプロジ

ェクトのローカルスタッフに対し実施した。 

 

２－３ 合同評価 

終了時評価は、ベトナム国側評価メンバー3名及び日本国側の評価メンバー5名による合同評価
調査団が組織され実施された。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

ベトナム側 

 （1）カウンターパート（C/P）配置 （2009年9月末） 
VJCC-ハノイ （合計194MM）  VJCC-HCMC （合計101MM）

プロジェクト・ダイレクター 49MM VJC-HCMC所長 28MM 

VJCCハノイ所長（パートタイム） 49MM 

VJCCハノイ副所長 28MM 

BCマネジャー HCMC 
（一部パートタイム） 

 
29MM 

BCマネジャー ハノイ 49MM 

JCマネジャー ハノイ 19MM 

JC マネジャー HCMC 
（一部パートタイム） 

 
44MM 

 
 （2）土地・建物・設備    VJCCハノイ及びホーチミン市の土地、建物は無償資金協力で建設。 

（2002年1月VJCCハノイ竣工、3月VJCCホーチミン市竣工。） 
 
日本側 
 （1）専門家派遣 
   長期専門家、短期専門家                                           （2009年9月末） 

チーフアドバイザー ハノイ 47MM チーフアドバイザー補佐 HCMC 46MM 
業務調整員 ハノイ 49MM 業務調整員 HCMC 49MM 
ビジネスコース専門家 ハノイ 18MM ビジネスコース専門家 HCMC 18MM 
日本語コース専門家 ハノイ 49MM 日本語コース専門家 HCMC 49MM 
相互理解専門家 ハノイ 39MM   
ビジネスコース短期専門家 

（~2007.3）
17MM ビジネスコース・コンサルタント 112.69MM 

 
 （2）機材供与 供与機材総額 11,818,000円 
 

 （3）C/P本邦研修 合計 79名 
VJCCマネジメント 6名 

VJCCスタッフ 9名 

ビジネスコース受講者 40名 

FTU講師（BC講師候補） 24名 

 
 （4）ローカルコスト負担 26,501,077,508VND 
 

 （5）現地スタッフ雇用費負担 25,971,812,000VND 
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VJCC活動収入 15,647,933,000VND  
 VJCC収入によるローカルコスト負担 10,667,001,000VND 
 

３－２ アウトプットの達成状況 

 プロジェクト目標達成のために設定されたアウトプットは以下の5つである。それぞれに指標が
設定されていることから、終了時評価ではあらかじめ設定されたPDMの指標と終了時評価のため
の補足的指標を用い、それぞれの達成度を確認した。 

 

アウトプット1 センター運営が円滑かつ継続的に実施される基盤が構築されるとともに、セ
ンターの自主的運営体制が強化される。 

指標1-1 ステアリングコミッティー会議開催回数 
指標1-2  その他定例会議開催回数 
指標1-3  財務計画 
指標1-4  人員配置状況 
指標1-5  センターの円滑な運営に関する諸規定の整備状況 

 

 センターの規約及び規定は、プロジェクト開始当初から整備されてきており、また適宜改定が

なされている。これまでにステアリングコミッティーは年1回、計4回が開催されている。またス
タッフの定例会議は、ハノイ及びホーチミン市ともに週1回定期的に開催されている。プロジェク
トでは、ビジネスコースをはじめスタッフに対する運営マニュアル等も作成を進めている。また、

スタッフのパーフォーマンスの評価と、右評価を給与に反映させるシステムが導入され、スタッ

フのモチベーションも高められている。加えて、センター運営にかかる収支は年々改善してきて

いることから、プロジェクトが実施されている間の運営管理基盤については一定程度整備されて

いるといえる。所長、マネジャーはC/PとしてFTUから配置されているが、空席や兼務配置、たび
たびの異動が見られ、プロジェクト終了後の体制整備が十分でない要因になっている。今後プロ

ジェクト終了後に向け更なる自立性を確保するためには、ベトナム側マネジャー及びスタッフが、

これまで以上にセンターの運営管理に主体的に関与していく必要がある。 

 

アウトプット2 実践的なビジネス分野の各種コースやセミナー、研修を実施するための体制
が強化されるとともに、現地ニーズに合わせた質の高いコースを提供する。 

指標2-1 ビジネスコース年間実施計画 
指標2-2  ビジネスコース及びセミナーの開催数 
指標2-3  その他のコンサルテーション、フォローアップ活動を含む実施回数 
指標2-4  各活動参加者数 
指標2-5  実施されたモニタリング評価 

追加指標 2-6  ビジネスコース実施のための体制が強化されたか  
追加指標 2-7  参加者のニーズに合った実践的なビジネスコースが提供されたか  

 

 ビジネスコースの年間実施計画は毎年作成されている。ビジネスコース、セミナー及び現場指

導の開催数、実施回数及び参加者数は以下のとおりである。 
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 2005 2006 2007 2008 2009.9 合計 

50 85 62 63 26 396コース ビジネス 
コース 2,176 3,674 2,813 2,311 1,089 16,195名 

10 7 15 12 7 87回 セミナー 

929 905 1,456 840 742 7,615名 

現場指導 15 16 45 67 42 198回 
（情報源：Summary of Achievement 2009年9月末） 

 

 VJCCのビジネスコースでは、2007年から長期専門家（VJCCハノイとホーチミン市それぞれ1名）
と各分野の短期専門家派遣の体制から、コンサルタントへの業務委託体制へと、大きく運営方法

を変更した。加えて、2008年頃からは、ビジネスコース、現場指導、本邦研修を組み合わせ、モ
デルとなる企業を戦略的に育成する取り組みがなされている。あわせて、対象者を企業の経営幹

部や実務担当者に絞った結果、受講者の職位も2007年では企業トップが15％、中間管理職29％、
スタッフ55％であった割合が、翌2008年では企業トップが18％、中間管理職48％、スタッフ33％
となっており、トップと中間管理職の受講者が増加し、スタッフが減少するという変化が表れて

いる。 

 このように、VJCCを取り巻く状況及びニーズの変化への対応をしてきた結果として、2005年か
ら2009年のハノイ及びホーチミン市のBC受講者のうち平均して82％がVJCCのBCを「知識の向上
に有益である」と評価している。各年度のハノイとホーチミン市それぞれのコース評価における

「有益度」への回答も以下のとおりであり、毎年一定以上の評価を維持していることからも、ニ

ーズにあった実践的なコースを提供してきたといえる。 

 

 2005 2006 2007 2008 2009 平均 

ハノイ 70 84 83 79 73 78％ 

HCMC 94 68 91 89 88 86％ 
     （情報源：ビジネスコース評価結果） 

 

 BCの運営実務は、日本人専門家とともにハノイでは2007年5月に配置されたベトナム側マネジャ
ーとスタッフ2名によって実施され、ホーチミン市では2009年2月に配置されたマネジャーとスタ
ッフ2名によって実施されている。コース運営及び現場指導の調整等についてはおおむねベトナム
側で実施できるが、年間のコース計画は現在のところ日本人講師が担当するコース分は主に日本

人専門家が作成し、現地講師が担当するコース分は主にベトナム側マネジャーが作成している。

この体制についてはベトナム側マネジャーも改善を望んでおり、今後は全体計画を両者によって

作成するような体制づくりをすることで、年間コース計画作成のノウハウもベトナム側へ移転さ

れるものと思われる。 

 講師の現地化については、これまでも「コミュニケーションスキル」や「経営マネジメント」

等現地講師が教授することにメリットのある科目は現地講師が担当している。これまでの現地講

師が実施したコース数の実績は以下のとおりである。    
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BC現地講師のコース実
施実績（回数） 

2005 2006 2007 2008 2009.9 合計 

現地講師 10 23 31 5 4 73 ハノイ 

（FTU） （1） （2） （8） （1） （0） （12） 

現地講師 6 10 0 0 2 18 HCMC 

（FTU） （0） （0） （0） （0） （0） （0） 
（情報源：プロジェクト記録） 

 

 2008年からは、FTU講師に対しBC講師候補者としてコースへの無料招待を実施し、まずはコー
スの講義内容理解を推進しているが、参加する講師はいるものの講義前後のオリエンテーション

等はなされておらず、現在のところ講義の聴講のみに留まっている状況である。インタビューな

どから、ビジネスコースに関する講師の現地化については、これまでプロジェクトの中でも優先

的に取り組むべき課題とは認識されていなかったと思われる。また、現在のところビジネスコー

ス講師候補者としてFTU側から27名のリスト（うち12名がFTU講師、他は外部講師）が提出されて
おり、今後より現地化を進めるためには、今後の残されたプロジェクト期間での計画的な取り組

みが肝要である。 

 

アウトプット3 日本語を指導する各種コース及びセミナーが開催されるとともに、ベトナム
における日本語教育に対する助言を行う役割を担う。 

指標3-1  日本語コース年間実施計画 
指標3-2 日本語コース及びセミナー開催数 
指標3-3 日本語教育に関する活動の開催数 
指標3-4 各活動の参加者数 
指標3-5 実施されたモニタリング・評価 

 

 日本語コース（Japanese Course：JC）のコース、セミナーの開催数及び参加者数は以下のとおり
である。 

 

 2005 2006 2007 2008 2009.9 合計 

47 31 61 36 21 196回 
JCコース 

706 549 1,448 766 578 4,047名 

38 26 35 19 11 129回 
JCセミナー 

1,233 824 2,726 1,077 436 6,296名 
（情報源：Summary of Achievement 2009年9月） 

 

 JCでは、これまで一般日本語学習者や日本語教師のニーズを満たすべく、コースのみならず、
日本語セミナー、勉強会、ニュースレターの発行などを実施してきている。コースのモニタリン

グ等については、各コース終了後に参加者によるコース評価が実施され、結果を次期コースにフ

ィードバックする体制が整えられている。 
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 ベトナムの日本語学習者数は、フェーズ1開始時以降この10年間で大幅に増加した。国際交流基
金によれば、1998年の調査ではベトナムにおける日本語学習者数は10,106名であったが、2006年に
は29,982名と3倍近くとなっている。それに伴い日本語教育機関もおよそ3.5倍、日本語教師も3.5
倍に増加している。同様に、日本へのベトナム人留学生数も2000年では717名であったものが、2009
年には3,199名（日本学生支援機構JASSO調査2009年5月1日現在）へと増加し、国別では中国、韓
国、台湾に次いで4位となっている。このように日本語学習に対するニーズが増加する中、VJCC
の一般コースやセミナーは一貫して中級・上級者及び日本語教師を対象に実施してきている。特

に大学を卒業した後に日本語教師が新しい教授法等を学べる場所はVJCC以外にはない状況であっ
たことから、VJCCの開催するセミナー及び勉強会は日本語教師の間でも評判が高い。また、プロ
ジェクトの日本語教育専門家はこれまで日本語教師の会への支援も積極的にしてきており、勉強

会の積極的な開催や講師役を務めるなどしている。 

 VJCCでは、フェーズ1から中級・上級コースを開催してきた一般コースは、2007年頃より会話コ
ースを減らし、日本語能力検定試験（JLPT）1級、2級対策コースを増加させる方針へと転換した。
また、新たなコースとしてビジネス現場での活用を想定した「オフィス日本語」（VJCCホーチミン
市）ではビジネス文書や電話での応対などを毎回のテーマとしている。日系企業への就職を想定

した「ビジネス日本語」や「就職のための日本語」（VJCCハノイ）では、履歴書の書き方など、よ
り実践的な日本語のコースが実施されている。調査時にホーチミン市で開催中であった「オフィ

ス日本語」は15名定員のところ44名の応募者があったという。インタビューをしたところ、現在
受講中の14名中12名が日系企業の社員であり、受講者は日々業務の中で即実践的に活用できる内
容だと一様に評価をしていた。プロジェクトでは「オフィス日本語」のような新コース計画の際

には、日本商工会議所を通じて協力を依頼した日系企業へのニーズ調査も実施しており、さらに

受講後の変化についても企業の上司から聞き取りをするなどフォローアップもされていた。聞き

取りを行った日本語教育専門家によれば、ある受講者はビジネス文書の講義受講後に、社内での

日本語メールのやり取りが可能になったとの成果も報告されている。 

 講師の現地化については、日本語教育専門家が現在担当している「発音クリニック」、「オフィ

ス日本語」の一部や「就職のための日本語」等、ネイティブの日本人教師でなければ教えられな

いコースを除き、ほぼ現地講師で実施できるレベルにある。しかしながら、これまでも現地講師

は常に外部からの非常勤講師体制であり、時として確保が困難な状況もあった。質の高い講師の

継続的な確保は、自立に向けた課題といえる。コース運営については、現在のところマネジャー

とスタッフが日本人専門家の支援を受けつつ行っている。ハノイにおいては、現在スタッフ1名と
日本語教育専門家が運営を担当している状況が続いていることから、JCマネジャーの早期配置が
強く求められる。 

 

アウトプット4 ベトナムにおいて、ベトナム・日本間の相互理解促進に資する各種活動が開
催される。 

指標4-1  相互理解促進のための各種活動のタイプ及び開催数 
指標4-2 外部機関との連携活動の数 
指標4-3 交流事業への参加者数 
指標4-4 実施されたモニタリング・評価 
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 相互理解促進のための各種活動および交流事業等の開催数、参加者数の実績は以下のとおり。 

 

 2005 2006 2007 2008 2009.9 2005-2009合計 

79 97 105 164 101 546回 
交流活動 

14,344 16,435 17,836 19,117 9,174 76,906名 

図書館利用者 44,023 44,416 34,348 34,655 16,693 174,135名 

留学支援 - - 1,289 1,835 761 3,885名 
（情報源：Summary of Achievement 2009年9月） 

 

 相互理解促進活動については、日本語スピーチコンテストやホイアン祭り（ホイアン人民委員

会との共催）など、フェーズ1から続く恒例の大規模なイベントに対する支援は引き続き行ってき
ている。こうした他組織との共催も含めて、相互理解促進活動は、これまでに546回実施され、2005
年からの参加者延べ人数は76,906名となった。現在プロジェクトでは、大学間交流支援や日本のビ
ジネス文化理解等、より人材育成に貢献するような活動に重点を置くようになっている。これに

より、実施する活動も「日本留学支援コーナー」の設置、学生の日系企業訪問ツアー、越語版字

幕付の「プロジェクトX」上映会等が中心となった。フェーズ1途中から派遣された相互理解専門
家は、2008年12月で終了となり、現在では現地雇用のスタッフと専門家が運営を行う実施体制と
なっている。 

 それぞれの活動状況としては、VJCCの大規模イベントであった「日本語スピーチコンテスト」
については、ハノイでは2008年度より国際交流基金2との共催とし、ホーチミン市では日本語教師

の連絡会及び民間日本語学校による開催へとかつての形に戻す取り組みが日本語教育専門家によ

って進められた。「留学支援コーナー」は日本への留学生の増加というベトナムの現状を受けて、

2007年11月にハノイで設置され、利用者数も初年度の2007年度で1,289名、翌年には1,835名と増加
している。現在では主にVJCCスタッフ及び専門家の下、ハノイの越日学生会議（学生グループ）
のアルバイトスタッフによってコーナーでの情報提供がされている。因みに、インタビューを実

施した越日学生会議のメンバーのほとんどが日本留学もしくは日系企業就職をめざしており、そ

のような彼らにとって「留学支援コーナー」でのアルバイトは＜日本人の仕事の仕方、考え方が

学べる＞機会となっているとのことであった。調査時点までに、VJCCの活動にかかわったおよそ
70名のメンバーの中から、日本への留学は19名、日系企業への就職を果たした者は8名に及んでい
た。「プロジェクトX」上映会はVJCCホーチミン市で主に実施している。これまで日系企業などの
依頼で個別にセミナールームとDVDを貸すかたちでの上映をしていたが、2009年1月から図書館に
所蔵されていたDVD（英語字幕版）にベトナム語字幕挿入プロジェクトを実施し、「プロジェクト
Ｘ」の15巻を含むDVD「ベトナム語字幕版」計36巻を作成した。これにより、2009年度からはシ
リーズでの上映会が可能となった。上映会は、毎回100名前後の参加者を集め、日本人の考え方、
仕事の仕方を理解出来るなどと、好評である。 

 VJCCハノイとVJCCホーチミン市の図書館は、2002年の開館以来、日本語図書、日本語教材、日
本文化関連図書、DVD、雑誌など多くの蔵書を有していることから、特に日本語教師及び学習者

                             
2 国際交流基金は、2008年3月に「ベトナム日本文化交流センター」をハノイに開設した。 
 



 

－13－ 

からの評判が高い。2005年度から2008年度の利用者数は累計で174,135名となっている。 
 各図書館の蔵書内訳は以下のとおりである。 

 

図書館 日本語書籍 ベトナム語書籍 英語書籍 VIDEO、DVD、CD等

ハノイ 4,507 333 2,231 3,790 

ホーチミン市 7,595 620 2,292 5,099 
（情報源：プロジェクト記録2009年9月末） 

 

アウトプット5 近隣アセアン諸国にて活動している日本センターと連携し、日本センター間
の協力を推進するだけでなく、各センターが所持しているノウハウを活用し

効果的及び効率的な活動を行う。  

指標5-1 各センタースタッフの相互訪問 
指標5-2 日本センター間での域内連携活動の実績 

 

 これまでに、カンボジア日本人材開発センター、ラオス日本人材開発センターとの間でいくつ

かの連携活動が実施された。例えば、カンボジア日本人材開発センターやラオス日本人材開発セ

ンターの招聘により、ビジネスや日本語の日本人専門家が、セミナー講師や日本語スピーチコン

テストの審査員として協力している。また、カンボジア日本人材開発センターのBC受講者が、VJCC
ホーチミン市の支援により、ホーチミン市にあるベトナム企業への訪問ツアーを実現した例もあ

る。しかしながら、こうした連携は、綿密な計画に基づき実施されたものではなく、各日本セン

ターからの要望によるものであった。本アウトプットの達成が困難であった背景には、他国の日

本センタープロジェクトの計画に連携活動が含まれていなかったことと、各国のニーズや状況が

異なる点が挙げられる。なお、2009年11月の日本・メコン地域諸国首脳会議において、メコン地
域の日本センターを活用した共通研修の実施が提案されており、プロジェクト終了までにこうし

た活動が本格化するものと考える。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標1 ベトナムの市場経済における競争力の強化及び両国の相互理解の促進等
に資する、質の高い各種コースやセミナーを提供するセンターとしての実

施体制が強化される。 

指標1  ビジネスコース及びセミナー参加者の満足度 
指標2 日本語コース及びセミナー参加者の満足度 
指標3  ベトナムの日本語教育及び日本語教師のネットワーク構築への支援と協力の記録 
指標4 日本とベトナムの相互理解活動の参加者の満足度及び理解度 
指標5 センター運営コスト・リカバリー率の向上 

追加指標1 VJCCの運営管理体制が強化される 
追加指標2 VJCCビジネスコースが会社の改善に貢献したとする受講者の率 
追加指標3 VJCCのBC現場指導が会社の改善に貢献したとする受講者の率 
追加指標4 VJCCの日本語教育コース及びセミナーが貢献した（有効だった）とする受講者の

率 
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 1）VJCC運営管理体制の基盤構築    
アウトプット1の成果のとおり、ベトナム側による自立的なセンター運営のための各種整備が

なされており、また、運営ノウハウや教訓も蓄積されてきている。また、プロジェクト目標の

指標であるセンターの財政状況の観点から見ると、センター運営経費に対するVJCC活動収入の
割合は毎年改善している。これらのことから、センター運営の基盤は一定程度整備されつつあ

ることが確認された。しかしながら、プロジェクトの自立発展性の観点からは、ベトナム側ス

タッフのセンター運営への更なる関与が不可欠であり、プロジェクト終了後に向けて、今後の

残されたプロジェクト期間での取り組みが必要である。 

 

 2）実践的ビジネスコースの提供体制 
VJCCは、「生産管理」など一般コースから「経営塾」まで幅の広いビジネスコースを提供して

きた。プロジェクト目標の指標1「ビジネスコース、セミナー参加者の満足度」については、2007
年度コース平均で84.7％、2008年度コース平均では83.5％と高い水準であった。また、終了時
評価調査においてBC受講者へ実施したアンケート調査の結果によると、「ビジネスコースによる
会社の改善への貢献度」については、「大変貢献した」と「貢献した」を合計するとハノイで81.6％、
ホーチミン市で79.9％であった。また、「現場指導」実施企業へのアンケート調査では「現場指
導による会社の改善への貢献度」は同様にハノイで91％、ホーチミン市で100％という高い結果
がでている。現地講師の育成については、日本的なビジネスノウハウの提供は日本人講師でな

いと困難との考えもあり、積極的に行われてきたとは言いがたく、FTU講師を含む現地講師候補
者への日本人講師からの技術移転は2009年にスタートしたところである。コース運営について
は、より現地化を推進するため、VJCC-ホーチミン市において「ビジネスコース業務運営マニュ
アル」を作成中である。 

 

 3）上級日本語コースの提供体制 
アウトプット3の成果で延べたとおり、VJCCではフェーズ1から一貫して中・上級コースに焦

点をあてており、特にフェーズ2実施期間中には「日本語能力検定試験対策コース」やビジネス
の現場での実践的な日本語習得を目的とした「オフィス日本語」、「就職のための日本語」など

を提供してきた。これらの上級コースは、他の日本語学校や大学の日本語学部では開講が困難

なものであった。なお、日本語能力試験対策コースに関しては、受講者の検定試験の合格率は

大きく向上し、2008年ハノイでは2006年と比較して1級で4倍強、2級で1.5倍となった。 
 

<VJCC1級、2級対策コース受講者の検定試験合格者率> 
 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 

2級 60％ 60％ 90％ 12月6日実施 
ハノイ 

1級 10％ 40％ 40％ 12月6日実施 

2級 情報なし 情報なし 50％ 12月6日実施 
HCMC 

1級 情報なし 情報なし 40％ 12月6日実施 
   （データ：村上専門家、平岩専門家の受講者からの聞き取り情報。試験結果は公表されていない） 

 

日本語教育セミナーに参加した日本語教師へのインタビューによれば、日本語教師向けセミ
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ナー及びコースを提供している機関は、VJCC以外に存在しないということである。特に国際交
流基金のベトナム日本文化交流センターが開設される2008年3月までは、VJCCのセミナーは大学
卒業後の日本語教師にとってほとんど唯一の学びの機会であり、日本語教師の情報交換の場で

あった、との声が多く聞かれた。日本語教師のネットワーク化への支援として、日本人専門家

が日本語教師のネットワーク構築支援を常に続けてきたことも確認されている。このような支

援の結果、ハノイでは2006年に日本語教師会が、ホーチミン市では2009年に日本語教師連絡会
が発足している。これらのことから、VJCCはハノイ及びホーチミン市における日本語教育の現
場で一定の役割を果たしてきたといえる。国際交流基金へのインタビューでもVJCCがフェーズ1
から果たしてきた役割が評価されていた。現在ではその役割を徐々にVJCCから移行している段
階と捉えており、2009年度から初めての日本語教師向け講座も開設したところである。 

 

4）相互理解の活動及びイベントの提供 
相互理解の活動及びイベントについては、フェーズ1開始当初はVJCC活動の3本柱のひとつと

して、VJCCの存在を広く人々に知らせる機会としてこれらの日本文化紹介など文化交流活動が
機能した面があった。その後、2008年の国際交流基金ベトナム日本文化交流センター設置もあ
り、フェーズ2後半からは、活動の主たるターゲットを日本・ベトナム文化の相互理解から、日
本のビジネス文化を理解した人材育成にシフトしている。これに伴いフェーズ1期間中から派遣
されてきた相互理解専門家は2008年12月に派遣を終了し、現在はVJCC現地スタッフ、日本人専
門家、ベトナム人学生等のボランティアにより活動が企画・運営されている。ハノイでの日本

語スピーチコンテストは2008年度から国際交流基金との共催とし、ホーチミン市の日本語スピ
ーチコンテストはかつて主体となって実施していた日本語教師の連絡会及び民間日本語学校に

よる運営へとシフトしVJCCの主な役割は支援へと移行しつつあり、日本語教育専門家が中心と
なってプロジェクト終了後を見据えた体制づくりがすすめられている。また、越日学生会議の

イベントボランティアや裏千家茶道クラブのVJCC茶室を活用した入門講座などは、活動の実施
主体がベトナムの団体であり、VJCCはその活動を支援する立場となっている。このように、フ
ェーズ2前半までVJCCが主体となって実施してきた日越文化交流活動やイベントでは、日本の機
関としてVJCCが一定の役割を果たしてきたものである。フェーズ2後半からは、日本のビジネス
文化理解の機会を提供しており、VJCCの相互理解活動は状況の変化に応じて機能をしてきたと
いえる。 

 

5）センター運営のコスト・リカバリー率 
VJCCのセンター運営のコスト・リカバリー率（VJCC総経費のうち、VJCC収入の占める割合）

は、2005年には24.7％であったが、2009年9月時点では64.2％となっている。 
 

プロジェクト目標2 VJCCがアセアン諸国日本センター間の連携の拠点となる。 

指標6 アセアン諸国センター間の連携コース、セミナー及びイベントの開催数 

 

アセアン諸国日本センター連携の拠点としての機能構築については、アウトプットの5に記述
のとおり、カンボジア日本人材開発センター及びラオス日本人材開発センターとの間で、計7回
の活動が実施された。今後、プロジェクト終了までにアセアン諸国日本センターにおいて、日
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本・メコン地域諸国首脳会議のフォローとしての共通研修の実施が予定されており、VJCCが連
携の拠点となることが期待されている。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

 

上位目標 市場経済におけるベトナム企業の競争力が強化されるとともに、両国間の交流・協

力関係が促進される。 

指標1  VJCCのビジネスコース及び日本語コースに受講者を送ったベトナム企業の数 
指標2  VJCCのビジネスコース参加後に企業の効率性が上がったベトナムの民間企業の事例 
指標3  VJCCの交流活動において特に相互理解に貢献した事例 

 

VJCC-BC受講者の出身企業業種及び企業数（2005.8-2009.9） 

 製造業 建設業 貿易 
サービ

ス 
金融 他 合計1,355社 

越企業等 304 100 393 323 74 78 1,272社 （94％）

日系企業 55 4 10 12 2 0 83社  （6％）
（情報源：プロジェクト記録） 

 

 VJCCのビジネスコースを社員に受講させた企業は1,355社であり、そのうちベトナム企業は
1,272社（94％）を占め、日系企業は83社（6％）であった。現場指導を実施した企業でのカイゼン
事例等は多く報告され、カイゼン項目に限れば効率性を上げた企業もある（第1次調査結果報告）。
いずれにしても、ベトナム国内の企業数が圧倒的に多いことから、これら指標に基づき上位目標

の達成度を現時点で評価するのは時期尚早と言える。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目による評価結果 

 評価結果は5段階のレベル、「非常に高い」、「高い」、「中程度」、「低い」、「非常に低い」で評価
した。（インパクトについては、「大小」で評価） 

 

 ４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は「高い」。 

プロジェクト目標及び上位目標は、日本の対ベトナム援助政策が優先分野のひとつとする経

済成長の促進及び国際競争力の強化に照らして整合性が取れている。また、ベトナムの国家政

策においても、「ベトナム国社会経済政策10年戦略（2001-2010）」及び「第8次ベトナム国社会経
済5ヵ年計画（2006-2010）」で強調されている市場経済を推進する人材及び技術の向上等があげ
られていること、さらには2006年の共産党大会で2020年までの工業国化や国際経済への積極的
な統合を掲げていることから、これら政策の優先度に照らせば妥当性は高いといえる。 

 

 ４－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は「高い」。 

それぞれのアウトプットのプロジェクト目標への貢献度については、アウトプットで記述し

たとおり、ビジネスコース（アウトプット2）、日本語コース（アウトプット3）、相互理解（ア
ウトプット4）においては、これまでにすでに多くの成果がでており、これら3つのアウトプッ
トのプロジェクト目標1達成への貢献度は非常に高いことが確認された。アウトプット1の「VJCC
の実施体制」については、プロジェクト期間中に実施してきた業務についてはマネジャー及び

スタッフによる実施がほぼ可能な状態である。プロジェクト目標2については、アウトプット5
による達成を目的としたものであり、いくつかの活動が実施された。 

 

 ４－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は「中程度」。 

プロジェクトのアウトプットは、ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進活動におい

てその成果が発現したことは、これまで述べてきたとおり明白である。しかしながら、成果の

発現が十分でないアウトプットについては、投入の効率性にその要因があると思われる。具体

的には、ベトナム側によるカウンターパート配置にいくつかの空席期間があり十分な技術移転

ができなかった等が指摘できる。従って、プロジェクトの効率性は、投入の適切性及び投入に

対するアウトプットの発現状況から高いとはいえず、「中程度」である。 

 

 ４－１－４ インパクト 

上位目標の達成見込みは、設定されている目標が高いこともあり（3-4の上位目標達成の見込
みで記述のとおり）、上位目標達成のために必要な外的要素も多く、本プロジェクトの貢献だけ

では現在のところ判断は困難である。しかしながら、以下に挙げるいくつかの正のインパクト

が確認された。 
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1）上位目標達成の見込み 
VJCCのBCによる「現場指導」を受けた企業からは、実際に企業経営の改善報告がされてい

るが、ベトナム全土の企業数の多さを考慮すれば、上位目標の達成度を現時点で評価するの

は時期尚早と言える。しかしながら、今後VJCCがJICAの「中小企業支援・裾野産業プログラ
ム」のコンポーネントのひとつとして、ベトナム企業の競争力強化に貢献することで、上位

目標も達成されることが期待される。 

 

2）その他、予期しなかった正のインパクトは以下のとおりである。 
a）ビジネスコースの小規模日系企業への貢献 
ベトナムにおいてビジネスを開始した小規模の日系企業にとっては、企業内でマネジャ

ー及びスタッフへの研修実施が困難であることから、質の高い現地マネジャーの雇用やス

タッフの育成は大きな課題である。現在、VJCC-HCMCのBC参加者の4分の1は日系企業か
らの参加者であり、VJCCがこれらの日系企業に社外研修の機会を提供しているといえる。
また、VJCCホーチミン市が発行した『越日経営用語辞典』は、ベトナムに進出した多くの
日系企業で活用されている。 

 

b）ビジネスコース及び日本語コースの新たなコースへの試み 
VJCCのJCが「日本語能力試験」準備コースを開設し、これらコースに収益性があること

が判明すると、いくつかの民間日本語学校も同様のコースを開設した。また、ビジネスコ

ースについても、ある本邦のコンサルタント会社が経営する学校では「ビジネス・スキル・

ベーシックコース」や「報・連・相コース」等を、日系企業で働くベトナム人スタッフ向

けに提供しており、同様に大学や民間のコンサルティング会社が、VJCCのBCと類似のビジ
ネスコースを提供する例も散見される。 

 
c）日本の援助の迅速導入の拠点 
日本政府が世界的な経済危機に取り組む支援を決定した際、VJCCはJICA専門家のタイム

リーな派遣に貢献した。具体的には、ベトナムに「融資審査能力向上セミナー」及び「ビ

ジネスプラン作成セミナー」分野の専門家を派遣する際、VJCCがニーズの確認、セミナー
開催準備等を行った。 

 

 ４－１－５ 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は、将来のVJCC像を関係者が共有し、FTU主体に運営がされるべ
きもの、日本側あるいはその他機関が主体的に運営すべきものが明確にされれば、プロジェク

トの残り実施期間で体制を整えることで、ある程度は確保される見込みである。 

1）組織的自立発展性 
日本語コースマネジャー及びVJCC-HCMCのビジネスコースマネジャーについてはプロジ

ェクト実施期間中、FTUから常時配置されておらず、VJCCのプロジェクト終了後の運営管理
の基盤は必ずしも安定しているとはいえない。しかしながら、2008年5月以降、越・日関係者
による11回に及ぶワーキンググループ会議を通じ、将来的なVJCCの役割や、自立発展に向け
たVJCCの運営管理体制が真摯に検討され、相互に共通認識が芽生えていることから、本プロ
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ジェクト終了までに、組織的自立発展性は高められるものと考える。VJCCの調査時点でのベ
トナム側人員の配置は以下のとおりである。 

 

 分野 職位 VJCC業務開始 本邦研修 

VJCC マネジメント プロジェクト・マネジャー

（FTU学長） 
2005.3 - 2002, 2006 

マネジメント 所長（FTU） 
副所長（FTU） 

2007.6 - 
2006.1 - 

2007.11 
2009.7 

BC マネジャー（FTU） 
スタッフ1 
スタッフ2 

2007.5 - 
2005.5 - 
2009.5 - 

2008.3 

JC スタッフ1 2007.7-  

EA スタッフ1（EA） 
スタッフ2（留学支援） 
スタッフ3（図書館管理） 

2002.5 - 
2005.5 - 
2007.12 - 

2004.3 
 

VJCC- 
ハノイ 

総務 スタッフ1  
スタッフ2 
スタッフ3（IT） 
*その他総務スタッフ5名  

2005.9 - 
2007.8 - 
2003.2 - 

2008.1 
2009.7 

マネジメント 所長（FTU） 2003.1 - 2005.2 

BC マネジャー（FTU） 
スタッフ1 
スタッフ2 

2009.2 - 
2005.10- 
2005.12 - 

 
2007.11 

JC マネジャー（FTU） 
スタッフ1 

2009.8 - 
2007.3 - 

 

VJCC- 
ホーチ

ミン市 

総務 スタッフ1（会計） 
スタッフ2（図書館司書） 
スタッフ3 
スタッフ4（設備） 
スタッフ5（IT） 
*その他総務スタッフ6名 

2006.7 - 
2006.7 - 
2009.8- 
2007.1- 
2009. 

2009.7 

 合計 
合計 

 7  FTUカウンターパート
28  VJCCスタッフ 

*ドライバー、警備員、清掃員
を含む 

 （情報源：プロジェクトデータ、インタビューによる聞き取り） 

 

  2）技術的自立発展性 
a）ビジネスコース 

BCの運営は主にBCマネジャーとスタッフによって実施されており、必要に応じ日本人専
門家がサポートしている。年間コース計画は、日本側講師担当コース分は日本人専門家が、

ベトナム側講師担当コース分はベトナム側で作成している。 
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BC講師については、日本人専門家以外に、非常勤現地講師、FTU講師が存在する。従来、
BCでは日本的なノウハウの教授を売りにしていたことから、現地講師化を必ずしも積極的
に進める機運が高まっておらず、BC日本人専門家からFTUの講師候補者等への技術移転が
本格的に行われたのは2009年からであった。その後現地講師の活用が検討され、FTUから27
名の現地講師の候補者リストが提出された。うち12名はFTU講師で7名はその他の学校から
がハノイであり、残り7名はホーチミン市である。この他、VJCCハノイのBCマネジャーが
作成した「講師リスト」もあり、FTU講師10名を含む17名の講師が配置可能である。プロジ
ェクト期間中の現地講師の実績は以下のとおりである。 

 

プロジェクト期間中の現地講師実績 

 2005 2006 2007 2008 2009.9 合計 
現地講師 10 23 31 5 4 73 ハノイ 

（FTU講師） （1） （2） （8） （1） （0） （12） 
現地講師 6 10 0 0 2 18 HCMC 

（FTU講師） （0） （0） （0） （0） （1） （1） 
 （情報源：プロジェクト記録） 

 

b）日本語コース 
これまでVJCCが一貫して提供してきた中・上級者向けコースについて、現地において質

の高い日本語講師の確保は依然困難な状況にあるが、ネイティブの日本人による「発音ク

リニック」等一部のコースを除けば、ベトナム人マネジャーとスタッフによりコースを継

続できると考える。また、日本語学習の人気向上から、コースの受講料収益も見込まれる

ため、講師を傭上する費用に充当することが期待できる。調査時点ではハノイのJCマネジ
ャーの配置はないままだが、今後常勤で質の高いJCマネジャーがVJCCハノイ及びホーチミ
ン市に配置されていれば、JCの自立発展性は確保される見込みである。 

 

c）相互理解促進活動 
VJCCハノイ及びホーチミン市における交流活動の運営は、VJCCスタッフ、日越学生会議

の学生、文化クラブ（例：裏千家茶道クラブ）等のボランティアによって行われている。

これは、2008年3月の国際交流基金ベトナム日本文化交流センターの設置も踏まえ、徐々に
活動主体を外部団体へ移してきた結果である。しかしながら、イベントの計画や日系企業、

大学、NGOとの関係づくりなどには、日本人専門家からの支援が引き続き必要である。 
 

3）財政的自立発展性 
センター運営経費に対するVJCC活動収入の割合は、2005年に24.7％であったものが、2009

年9月時点では、64.2％となり、この間39.5ポイントの伸びとなった。これは、ビジネスコー
ス・日本語コースの受講生の増加や施設使用料収入が増加していることが主な要因と考えら

れる。他方、プロジェクト期間中において、VJCC活動収入は全額がセンター運営経費として
活用されているわけではなく、VJCC収入のうち30％程度は毎年度VJCC口座へ将来のセンター
運営に活用するための貯蓄がされてきた。よってセンター運営経費負担の割合は2008年度末
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時点で、JICA73％、VJCC活動収入27％、FTU0％である。財政的自立発展性を確保するために
は、今後更に自己収入の増加、支出削減を図り、収支の改善を図る必要がある。 

 

VJCC総経費及び財源別負担率 

 2005 2006 2007 2008 （2009.9） 

VJCC総経費 8,643,129 8,132,404 7,801,078 10,977,875 4,384,327 
VJCC活動収
入から負担 

1,964,604 
（23％） 

2,289,527 
（28％） 

1,870,720 
（24％） 

2,928,557 
（27％） 

1,613,593 
（37％） 

FTU負担 （0％） （0％） （0％） （0％） （0％） 

JICA負担 
6,678,525 
（77％） 

5,842,877 
（72％） 

5,930,358 
（76％） 

8,049,318 
（73％） 

2,770,734 
（63％） 

 （情報源：Financial Status VJCC as of Sep 30, 2009のデータより抜粋） 

 

４－２ 効果の発現に貢献した要因 

 ビジネスコースの実施において、プロジェクトは2007年以降ビジネスコース、現場指導、本邦
研修を組み合わせ、現地の有望企業を戦略的に育成し、ベトナムにおいてモデルとなる企業の創

出に注力してきた。この試みは、ビジネスコースの効果を高め、プロジェクトの効果発現に貢献

したと言える。 
 

４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

 プロジェクト開始時に策定されたPDMは、書きぶりや指標の設定に明確でない部分が散見され
る。また、プロジェクトの進捗に伴い、当初の計画から変更された部分が見られるので、プロジ

ェクトのモニタリングを適切に行うためには、状況の変化に応じてプロジェクトの計画（PDM）
を見直していく必要があったと考えられる。 

 
４－４ 結論 

プロジェクトの実績及び5項目評価の結果から判断し、プロジェクト終了時までにプロジェクト目
標を達成する見込みはおおむね高いと言える。なお、今次プロジェクト半ばまで、VJCCの運営に
ついてベトナム及び日本側間で必ずしも十分な共通認識が図られていなかった中、2008年5月以降、
ベトナム側及び日本側関係者によるワーキンググループを通じた議論の結果、関係者間で将来的

なVJCCの方向性に関する共通認識が醸成され、更にはFTUの独自の事業としての「CEO養成コー
ス」の実施が実現する等の成果が出ている点は、特記事項として挙げられる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

 以上の分析を元に、終了時評価調査団はプロジェクトの残り期間中に次の対応を取るように実

施機関及びプロジェクト側に提言した。 

 （1）フェーズ2後のベトナム側所長の早期配置 
ワーキンググループでも議論されてきたとおり、フェーズ2終了後は、VJCCハノイ、VJCCホ

ーチミン市のそれぞれにおいて、ベトナム側所長が主体的にVJCCを運営していくことになった。
右移行に向けて、フェーズ2期間中に運営体制を整備しておく必要があり、十分な準備期間を確
保するためにも、FTU側は、遅くとも5月までに専任のベトナム人所長を配置することが求めら
れる。 

 

 （2）具体的な運営体制計画の作成 
フェーズ2後の新たな実施体制への移行をスムーズに実現するためには、これまでのワーキン

ググループでの成果も踏まえ、FTU、ベトナム側所長、日本人専門家、JICA事務所等の関係者
を交えた議論を進め、フェーズ2終了後のVJCCの具体的な運営体制計画（事業内容、運営計画、
予算計画、人員配置等）を予め策定する必要がある。 

 

 （3）財務的自立発展性の確保 
フェーズ2期間中、VJCCの財政状況の改善が図られてきたものの、更なる自立性を高めるため、

VJCCの事業内容やBC、JCの受講料の見直し、受託事業拡大等による収入の多角化、支出内容の
見直しを図っていくことが求められる。目標として、現プロジェクト終了時までに、センター

運営経費全体の60％を自己収入でカバーすることをめざす。 
 

５－２ 教訓 

 フェーズ2半ばまで、VJCCの将来的な運営についてベトナム及び日本側間で共通認識が必ずしも
図られていなかった。しかしながら、2008年5月以降、計11回にわたり継続的に実施されてきたベ
トナム側及び日本側関係者によるワーキンググループを通じて、関係者間のコミュニケーション

が深まり、将来的なVJCCの方向性に関する共通認識が醸成された。また、FTUのプロジェクトに
対するオーナーシップを高めることにもつながり、円滑なプロジェクトの実施に貢献した。ワー

キンググループの設置はプロジェクト開始当初は計画されていなかったが、ベトナム側との関係

を強化し、主体性を引き出すうえで有効であったと言える。 
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第６章 団長所感 
 

1．ベトナム経済と日本センターの役割 
 市場経済化に必要な人材育成の拠点という構想のもとに開設されたベトナム日本センター

（VJCC）は、この10年のなかで、その先駆的な役割を十分果たしてきたものと言える。ベトナム
が国家目標とした2020年までの工業化政策やここ数年の第2次投資ブームにともない、国のあちこ
ちに工業団地が造成され、中小サービス業にいたるまで企業活動が活発化してきた。日系企業に

関しても、製造業を中心に2000年比で2倍の企業が進出しており、今やハノイ、ホーチミンをあわ
せて800社を超えている。一昨年のリーマンショック以降も着実な回復によって外国投資の増加傾
向は続いている。日本センター・プロジェクトのフェーズ2は、このようにベトナム経済がかつて
ないほどの発展を遂げている時期（第8次5ヵ年計画期間：2006-2010）と重なっており、VJCCが提
供する幅広いビジネスマネジメントに関する知識の提供や生産現場での指導の恩恵を受けた企業

は多い。 

 

 一方、このような経済発展は主として外資がもたらしたものであり、WTOルールの適用や今後
のAFTAを念頭に置けばベトナム企業は厳しい競争にさらされることになる。同国が持続的に発展
を遂げ、国家ビジョンである工業国化を実現するには、企業数において97％、雇用の51％を占め
る中小企業の育成が最大の眼目とされており、なかでも経営者及び中間管理者（現場管理者）の

意識改革が求められている。かかる認識から、官民あげた日越協議の場である「日越共同イニシ

アティブ（フェーズ3）」においてわが国は、中小企業開発・裾野産業の振興を主要なテーマの一
つとして取り上げ、JICAの協力プログラムにおいても重点的に取り組むことを表明している。
VJCCに関しても、経営塾等により経営者の育成に取り組んできたところであるが、その特性とこ
れまでの実績を活かして、金融支援やSVとも連携しつつ同プログラムの一翼を担うことが期待さ
れている。 

 

 一方、日本センター活動のもう一つの柱である日本語教育については、各種日本語コースや検

定試験対策、スピーチコンテスト等を通じて、ベトナムにおける日本語普及の中心的かつ先駆的

な役割を果たしてきた。現在、日本語を学ぶベトナム人は4万人を超えると言われ、民間の日本語
学校も数多く開設されている。さらに、2008年には国際交流基金ベトナム日本文化交流センター
が設置され、本年度から本格的な活動を開始している。また、相互理解（文化交流）については、

VJCCはわが国大学との連携窓口や留学生と日系企業とをつなぐ役割に重点をおいており、従来の
交流イベントについては、国際交流基金の設置後、同基金による実施に移されつつある。 

 

 このようにベトナムの経済発展に伴って、VJCCを取り巻く環境は、近年大きく変化している。
日本語教育に見られるように民間や専門機関が立ち上がってきたことから、従来、日本センター

が果たしてきた役割の一定部分は、これら機関がその成果を継承し、発展させていくことが適当

と考えられる。今後、VJCCは、VJCCとしての優位性が発揮できる分野（例えば日本語については
ビジネス日本語等）に的を絞って取り組んでいくことが求められている。 
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2．残された課題 
 フェーズ2で設定したプロジェクト目標やアウトプットについては、プロジェクト終了時までに
達成される見込みであり、事業面での懸案事項はほとんどない。また、プロジェクト・スタッフ

による実施体制が整ってきていることや財務状況が改善傾向にあることから、組織運営面でも強

化されつつある。一方、相手国によるプロジェクトの持続性という観点からは、実施機関（外国

貿易大学＝FTU）のコミットメントが希薄なこともあり、改善の余地がある。 
 

 従来、日本センターは日本側主導の色彩が濃く、FTUの関与やオーナーシップの意識付けが希薄
であった。このような状況を改善するため、フェーズ2の途中からは、大使館、JICA事務所、FTU
の代表者（学長）を交えたワーキンググループを開催し、フェーズ2以降のあり方（持続性）に向
けた議論をこれまで11回にわたり開催した。かかるプロセスを通じて、先方の理解が相当程度深
まったものと思われるが、プロジェクトとしての持続性を高めていくためには、よりFTUの主体性
を引き出していく必要がある。下記事項はVJCCの自立化に向けて、プロジェクトの残り期間で取
り組むべき課題であるが、FTUとの共同作業で実施することとしている。ベトナム政府からは、次
年度案件としてフェーズ2後の日本センタープロジェクト要請を受けているが、これら諸課題への
道筋が付けられることが次期案件の前提でもある。 

 

• ベトナム側フルタイム所長の配置（ベトナム側によるオーナーシップの確立） 
• 事業計画（集中と選択、VJCCが担うべき分野） 
• 人員体制の見直し（事業計画に応じた人員体制と雇用の安定） 
• 現地化の促進（現地講師の活用及びFTU講師の育成、講義資料等の整備） 
• 財務体質の強化（収支バランスの改善。60％を目標） 
• ホーチミンでの事業と位置付け（ホーチミンの特性を踏まえた事業の実施、ならびにハノイと
の関係を整理） 

 

 なお、FTUとしては、日本センター事業が大学としてのFTUのレベルアップやベトナム国内での
評価につながることにメリットを感じていることから、win-winの関係を築く意味からもビジネス
コースと関連づけたFTU講師の研修や貿易実務や中小企業金融などのコースを検討する必要があ
ろう。 
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Summary of the Terminal Evaluation 
I.  Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Vietnam 
Project: Vietnam-Japan Human Resources Cooperation Center 
(Phase 2) Project 

Sector: Human resource development in 
general 

Cooperation scheme: Technical cooperation project 

Division in charge: Japan Center Program 
Division, Governance Group of the Public 
Policy Department  

Cooperation amount (as of the end of FY2008): 910 million yen

1) Partner country’s implementing organization: Ministry of 
Education and Training 
2) Implementing organization: Foreign Trade University (FTU) 
Supporting organization in Japan: The Japan Foundation 

Period of the 
cooperation 

Sep. 1, 2005 to Aug. 
31, 2010 

Other related cooperation:  
1-1 Background to and outline of the cooperation 
 
In the Socialist Republic of Vietnam (hereinafter referred to as “Vietnam”), the development of human 
resources necessary for the introduction of a market economy has been positioned as one of its most 
important challenges.  At the same time, Japan planned the establishment of “Japan Centers” as a part of 
its human resource development support for Asian countries in the transition to a market economy. 
Against this background, both countries agreed to establish the “Vietnam-Japan Human Resources 
Cooperation Center (hereinafter referred to as the “VJCC”) Project” in Hanoi and Ho Chi Min City as a 
technical cooperation project whose three main pillars are “business course,” “Japanese language course,” 
and “mutual understanding.”  The Foreign Trade University (hereinafter referred to as the “FTU”) has 
been appointed as a counterpart organization of the Project.  This five-year project started in September 
2000.  Based on the results, Phase 2 has been carried out since 2005. 
 
The purpose of Phase 2 is for the VJCC to enhance Vietnam’s competitiveness in the international market 
economy and promote its function as a base for further strengthening of cooperative relations between 
Japan and Vietnam.  To accomplish this purpose, the VJCC has been carrying out various activities that 
aim at the following: 1) the construction of a system for making sustainable management possible and for 
the utilization of local human resources (localization); 2) the enhancement of cooperation between the 
Vietnamese and Japanese organizations concerned in order to keep up with the expansion and 
diversification of local needs (diversification of support systems); and 3) the assumption of the role as the 
hub for promoting cooperation among the Japan Centers in other ASEAN member-countries (serving as the 
hub). 
 
In the mid-term evaluation conducted in September 2008, although it was confirmed from the activities so 
far that it is highly likely to achieve the project goals, it was pointed out that sustainability needed to be 
improved by the end of the Project.  Responding to this recommendation, various efforts have been carried 
out under the Project to strengthen the management system and improve the financial conditions.  In 
addition, a working group of persons concerned with the Project have held discussions about the future 
management system of the VJCC to foster a common understanding. 
 
1-2 Contents of the cooperation 
 
The purpose of this Project is for the VJCC to enhance Vietnam’s competitiveness in the international 
market economy, promote mutual understanding between Japan and Vietnam, and establish the center’s 
function as the hub for cooperation among the Japan Centers in ASEAN member-countries through its 
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activities: “business course,” “Japanese language course,” and “mutual understanding.” 
 

(1) Overall goal 
 
To enhance competitiveness of business and human resources development in Vietnam in the market 
economy and to promote for mutual understanding between the Socialist Republic of Vietnam and Japan.  

 
(2) Project goals 
 

1) The Project will strengthen the implementation structure of the VJCC as an institution which provides 
various high-quality courses and seminars that contribute to enhancement of the competitiveness of 
business and human resources development in Vietnam and deepen the mutual understanding between the 
two countries. 

  
 2) To promote VJCC as a hub that connects other Centers of this kind in the ASEAN member-countries. 
 
(3) Outputs 
 

1) The management system of VJCC will be strengthened and it will be managed effectively, efficiently 
and continuously.  

2) Business courses will continuously offer practical knowledge and skills pertinent to the market 
economy.  The implementation of the courses will be nationalized gradually.  

3) Japanese language courses will continuously fulfill the needs of the general public, professionals in 
business and the public sectors and Japanese language teachers.  The implementation of the course will 
be nationalized gradually.  

4) VJCC will become a coordinating body for promoting human network between two countries.  

5) VJCC will promote regional cooperation in coordination with the Centers.  In addition, VJCC will 
utilize know-how of the Centers for effective and efficient implementation of the activities of VJCC.  

(4) Inputs 
 

Vietnamese side: 
 1) Allocation of C/P personnel 
 2) Allocation of staff 
 3) Land, buildings, equipment 
 4) Local costs 
 5) Provision of facilities 

Japanese side (total input: 910 million yen): 
 1) Dispatch of experts 
 2) Provision of equipment 
 3) C/Ps training in Japan 
 4) Sharing of local costs 
 5) Employment of local staff 

 
Revenues from the activities of the VJCC 
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II.  Outline of the evaluation team 
Advisor: 
 

Mr. Mitsuya ARAKI, Chairperson, Advisory board on Japan Center 
Program 

Team Leader: 
 

Mr. Hiroaki NAKAGAWA, Director General, Public Policy Department, 
JICA HQ 

Deputy Team Leader: 
 

Mr. Katsutoshi FUSHIMI, Director, Japan Center Program Div., Public 
Policy Department, JICA HQ  

Japanese Language 
Course Evaluation 
Analysis: 

Mr. Junichi ARIMA, Japanese Language Education Advisor, The Japan 
Foundation 

Japanese Language 
Course Evaluation 
Planning: 

Ms. Yuri TAKEDA, Sakura Network Team, The Japan Foundation  
 
 

Evaluation and 
Analysis: 

Ms. Yoshiko TAKAHASHI, Y’s Consulting Office Co., Ltd. 
 

Team 
members 

Cooperation 
Planning: 

Ms. Miho OKUBO, Japan Center Program Div., Public Policy 
Department, JICA HQ 

Period of 
the 
evaluation 

January 10 to 30, 2010 Type of evaluation: Terminal evaluation 

III.  Outline of the evaluation results 
3-1 Confirmation of the achievements 
 
(1) Degree of achievement of the outputs 
 
Output 1: “The management system of VJCC will be strengthened and it will be managed effectively, 

efficiently and continuously.” 
 
Given that decision-making and information-sharing systems have been constructed through regular 
meetings of the Steering Committee, that rules on the management of the VJCC have been established, and 
that the balance of accounts related to the management of the VJCC has been improving year by year, it can 
be said that the criteria for this output have been almost fulfilled and the foundation for the management of 
the Project has been created to some extent.  However, to improve the sustainability further after the end of 
the Project, it is necessary for the Vietnamese managers and staff members to participate in the management 
of the VJCC more actively than before. 

 
Output 2: “Business courses will continuously offer practical knowledge and skills pertinent to the market 

economy.  The implementation of the courses will be nationalized gradually.” 
 
After Vietnam joined the World Trade Organization in 2007, private companies in Vietnam were faced with 
the urgent issue of how to gain international competitiveness.  It was confirmed that to deal with this issue 
in the Vietnamese industrial and economic worlds, the VJCC should consistently provide practical 
knowledge and skills through its business courses (BC) concerning production management, marketing, 
human resources development, financial management, and management strategies.  In fact, 82% of the BC 
participants in Hanoi and Ho Chi Minh City from 2005 to 2009 evaluated the VJCC’s BC as “practical and 
effective.” 
 
Most of the practical affairs concerning the management of BC have been conducted by the Vietnamese 
managers and staff members.  However, the annual plans for the courses given by Japanese lecturers are 
prepared mainly by Japanese experts, while those for the courses given by Vietnamese lecturers are 



 

 4

prepared mainly by Vietnamese managers.  With regard to the promotion of the use of local lecturers, local 
lecturers have been teaching “communication skills,” “administration management,” and other courses 
where it is more advantageous for them to be taught by local lecturers. 
 
Output 3: “Japanese language courses will continuously fulfill the needs of the general public, 

professionals in business and the public sectors and Japanese language teachers.  The 
implementation of the course will be nationalized gradually.” 

 
In its Japanese language courses (JC), the VJCC has provided not only courses, but also seminars, study 
meetings, and newsletters to fulfill the needs of Japanese language learners and teachers.  The number of 
Japanese language learners in Vietnam has increased almost threefold over the last decade, with the result 
that the number of private Japanese language schools and the number of Japanese teachers have also 
increased in Vietnam.  However, the VJCC has contributed to improvements in the quality of the Japanese 
language education in Vietnam as the only institution that gives support to Japanese language teachers. 
Although intermediate and advanced courses were provided in Phase 1, the VJCC adopted a policy of 
increasing the number courses for Levels 1 and 2 of the Japanese Language Proficiency Test (JLPT) around 
2007 and since then has been drawing many participants. 
 
With regard to the promotion of the use of local lecturers, the VJCC can employ Vietnamese part-time 
lecturers for almost all the Japanese language courses, except for the courses that can be taught only by 
Japanese lecturers.  However, it can be said that the sustainable use of high-quality Vietnamese lecturers is 
an issue that the VJCC must solve to become independent. 
 
Output 4: “VJCC will become a coordinating body for promoting human network between two countries. 
 
With regard to the mutual understanding activities, the Project has focused on activities that contribute to 
the development of human resources, such as support for exchanges between universities and the promotion 
of an understanding of the business culture in Japan.  These activities (in collaboration with other 
organizations) have been carried out 546 times so far.  The total number of participants since 2005 is 
76,906.  Because the libraries of the VJCC-Hanoi and VJCC-HCMC (Ho Chi Minh City) have a large 
number of books, teaching materials, DVDs, and magazines on the Japanese language and culture, they are 
highly valued, especially by Japanese language teachers and learners. 
 
Output 5: “VJCC will promote regional cooperation in coordination with the Centers.  In addition, VJCC 

will utilize know-how of the Centers for effective and efficient implementation of the activities 
of VJCC.” 

 
The VJCC carried out collaborative activities seven times with the Cambodia-Japan Cooperation Center and 
the Lao-Japan Human Resource Cooperation Center.  However, these collaborative activities were carried 
out not according to detailed plans, but at the request of the Japan Centers.  It was difficult to achieve this 
output because the Japan Center Projects in the other countries did not include collaborative activities and 
because the needs and circumstances differed from country to country. 
 
(2) Status of the achievement of the project goals 
 
Project Goal 1: “The Project will strengthen the implementation structure of the VJCC as an institution 

which provides various high-quality courses and seminars that contribute to enhancement 
of the competitiveness of business and human resources development in Vietnam and 
deepen the mutual understanding between the two countries.” 

Project Goal 2: “To promote VJCC as a hub that connects other Centers of this kind in the ASEAN 
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member-countries.” 
 

1) Implementation structure (management system) of the VJCC  
 

As described in “Output 1” above, the Vietnamese side has made various improvements to ensure that the 
management of the VJCC is independent and has accumulated know-how and lessons concerning its 
management.  Moreover, in the light of the VJCC’s financial condition, an indicator for the achievement 
of the project goals, the VJCC’s revenues from its activities have been increasing year by year as a 
proportion of the cost of managing the VJCC.  It was confirmed from these facts that the foundation for 
the management of the VJCC has been established to some extent.  However, with respect to the 
sustainability of the Project, it is essential for the Vietnamese staff to more actively participate in the 
management of the VJCC. 

 
2) Provision of advanced and practical business courses 

 
The VJCC have been providing a wide variety of business courses, ranging from general courses such as 
“production management” to a “cram course in management.”  With regard to Indicator 1 for the project 
goals, the “level of satisfaction of participants in business courses and seminars,” the proportion 
participants who were satisfied with the courses accounted for 84.7% in 2007 and 83.5% in 2008 on 
average.  According to the results of a questionnaire survey on the companies that received “on-site 
guidance,” the companies that answered that the “VJCC’s on-site guidance contributed to improvements in 
our company” accounted for 91% with regard to the VJCC-Hanoi and 100% for the VJCC-HCMC.  As 
for the training of local lecturers, it is hard to say whether the training provided positive results, partly due 
to the concept of providing Japanese-style business know-how.  Technical transfer from Japanese 
lecturers to candidates for local lecturers, including FTU lecturers, just started in 2009. 

 
3) Provision of advanced Japanese language courses 

 
As described in “Output 3” of “(1) Degree of achievement of the outputs” above, the VJCC has 
consistently focused on intermediate and advanced courses since Phase 1.  In Phase 2 also, the VJCC has 
been providing preparatory courses for Levels 1 and 2 of the Japan Language Proficiency Test.  Provision 
of these advanced courses was difficult for other private Japanese language schools and the Japanese 
language departments of universities.  The test pass rate for the participants in these courses run by the 
VJCC-Hanoi increased by more than 300% for Level 1 and by 50% for Level 2 from 2006 to 2008.  In 
addition, Vietnam has no institution other than the VJCC that provides any seminar or course for Japanese 
language lecturers.  Therefore, it can be said that VJCC has played an important role in providing 
Japanese language education in Hanoi and Ho Chi Minh City. 

 
4) Provision of activities and events for mutual understanding 

 
As described in “Output 4” of “(1) Degree of achievement of the outputs” above, the VJCC held various 
events and cultural exchange activities, such as speech contests and the Hoi An Festival, under joint 
sponsorship with other organizations.  Since the second half of Phase 2, the VJCC has been shifting the 
main purpose from mutual cultural understanding between Japan and Vietnam to the development of 
human resources that understand Japan’s business culture.  Consequently, the dispatch of experts on 
mutual understanding, which had started during Phase 1, ended in December 2008.  At present, activities 
for mutual understanding have been planned and managed by the local staff members of the VJCC, 
Japanese experts, and volunteers such as Vietnamese students. 

 
5) Development of the VJCC’s function as the hub for cooperation among the Japan Centers in ASEAN 
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-member countries (Project Goal 2) 
 

As described in “Output 5” of “(1) Degree of achievement of the outputs” above, activities were carried 
out seven times together with the Cambodia-Japan Cooperation Center and the Lao-Japan Human 
Resource Cooperation Center. 

 
3-2 Summary of the evaluation results 
 
(1) Relevance 
 
The relevance of the Project is high. 
 
The project goals and the overall goal are consistent in light of the promotion of economic growth and the 
enhancement of international competitiveness, areas on which the Japanese Official Development 
Assistance Policy to Vietnam places priority.  Moreover, the Project is also highly relevant to Vietnam’s 
national policies as the “Ten-year Strategies of Socio-Economic Development in Vietnam (2001-2010” and 
the “8th Five-year Plan for Socio-Economic Development in Vietnam (2006-2010)” underline the 
enhancement of human resources and technologies that promote a market economy. 
 
(2) Effectiveness 
 
The effectiveness of the Project is high. 

 
Although the VJCC was in the process of strengthening the implementation system for Output 1 at the time 
of the terminal evaluation, routine work can be carried out by the managers and the staff members.  As 
described in “(1) Degree of achievement of the outputs,” many achievements have already emerged in the 
business courses (Output 2), the Japanese language courses (Output 3), and mutual understanding (Output 
4).  It was confirmed that these three outputs are contributing significantly to the achievement of the 
project goals. 
 
(3) Efficiency 
 
The efficiency of the Project is fair. 
 
Although it is clear that the Project produced visible outcomes, it cannot be said that the inputs were 
appropriate and the emergence of outputs was sufficient, partly because there was a period when no 
counterpart was allocated. 
 
(4) Impact 
 
Although at present it is difficult to judge whether the overall goal will be achieved, some positive impacts 
have been confirmed. 
 

1) Prospect to achieve the overall goal 
 

Although many improvements were reported from the companies that received “on-site guidance” during 
the VJCC business courses, given that there are a huge number of companies throughout Vietnam, it is too 
early to evaluate the degree of the achievement of the overall goal.  However, the Project is expected to 
achieve the overall goal by contributing to the enhancement the competitiveness of Vietnamese companies 
as a component of JICA’s Cooperation Program on the Development of Small and Medium Enterprises 
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and Supporting Industries. 
 

2) Other unexpected positive impacts 
 

a) BC’s contribution to small Japanese companies 
 

Because it is difficult for small Japanese companies to provide in-house training to their managers and 
staff members, the employment of high-quality local managers and staff members is a major issue for 
them.  Because one-fourth of BC participants in the VJCC-HCMC are employees of Japanese companies, 
it can be said that the VJCC gives these Japanese companies opportunities for outside training. 

 
b) Attempts to create additional business and Japanese language courses 

 
When it was found that the Japanese language courses started by the VJCC were profitable, some private 
Japanese language schools began to give similar courses.  With regard to the business courses as well, 
some universities and private consulting companies inaugurated business courses similar to those of the 
VJCC. 

 
c) Base for the prompt implementation of Japan’s assistance 

 
When the Japanese Government decided to provide assistance to tackle the global financial crisis, the 
VJCC contributed to the timely dispatch of JICA experts.  Concretely, when JICA dispatched experts for 
the “loan screening ability improvement seminar” and the “business plan preparation seminar,” the VJCC 
made it possible to quickly dispatch experts by confirming the need for the seminars and making 
preparations for them. 

 
(5) Sustainability 
 
The sustainability of the Project is expected to be secured. 
 

1) Institutional sustainability 
 

Because FTC sometimes failed to assign its staff members as JC managers or BC managers in the 
VJCC-HCMC during the project period, the foundation for the management of the VJCC after the end of 
the Project has not necessarily stabilized.  However, because the working group of Vietnamese and 
Japanese persons concerned held meetings eleven times from May 2008 to consider in earnest the future 
role and management system of the VJCC, with the result that a common understanding began to develop, 
its institutional sustainability is expected to increase by the end of the Project. 

 
2) Technical sustainability 

 
a) Business courses 

 
The management of the BC is conducted mainly by the BC managers and staff members.  Japanese 
experts provide support to them whenever needed.  Because the VJCC mainly taught Japanese 
know-how, and the time was not ripe for the active promotion of the employment of local lecturers, it was 
not until 2009 that technical transfer from Japanese BC experts to FTU’s candidates for lecturers began in 
earnest. After consideration was given to the utilization of local lecturers, a list of candidate lecturers was 
prepared and it is planned that the candidates will be used as local lecturers one after another according to 
the list. 
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b) Japanese language courses 

 
Because most of the Japanese language courses can be conducted by local lecturers, it seems possible for 
the Vietnamese managers and staff members to continue the courses.  In addition, because the popularity 
of Japanese language learning has been growing and the VJCC’s revenues from tuition fees is expected to 
increase, the sustainability of the JC will be secured if high-quality regular JC managers are assigned to 
the VJCC-Hanoi and VJCC-HCMC. 

 
c) Mutual understanding activities 

 
The VJCC-Hanoi and VJCC-HCMC manage mutual understanding activities through the use of their staff 
members and volunteers, such as students of the Vietnam-Japan Student Club and cultural clubs (for 
example, the Ura-senke Tea Ceremony Foundation).  However, support from Japanese experts is still 
necessary for planning events and making connections with Japanese companies, universities, and NGOs.

 
3) Financial sustainability 

 
The ratio of the revenues of the VJCC from its activities to the cost of managing the VJCC is on an upward 
trend, increasing from 24.7% in 2005 to 64.2% in September 2009.  Although the financial condition of 
the VJCC has been improving year by year, securing its financial sustainability requires increasing its own 
revenues and reducing its expenditures. 

 
3-3 Factors for the emergence of the effects 
 
To give the business courses, from 2007 the Project attempted to combine the business courses, on-site 
guidance, and training in Japan, develop promising local companies strategically, and create companies that 
can serve as models in Vietnam.  It can be said that this attempt heightened the effects of the business 
courses and contributed to the Project’s production of the effects. 

 
3-4 Problems and the factors causing them 
 
The PDM prepared at the beginning of the Project contains some unclear parts in terms of descriptions and 
the setting of indicators.  In addition, as the Project progressed, some parts of the original plan were 
revised.  Therefore, the project plan (PDM) should have been reviewed according to changes in the 
circumstances in order to appropriately monitor the Project. 

 
3-5 Conclusions 
 
Judging from the achievements of the Project and the results of the evaluation according to the five criteria, 
it seems highly likely that the project goals will be accomplished by the end of the Project.  What is 
worthy of special mention is that, although neither the Vietnamese side nor the Japanese side attempted to 
share a common understanding about the management of the VJCC until midway through this phase of the 
Project, a common understanding about the future direction of the VJCC was achieved between both sides 
as a result of discussions by the working group of Vietnamese and Japanese persons concerned since May 
2008, and a “CEO training course” was offered as the FTU’s own project in cooperation with the VJCC. 

 
3-6 Recommendations 
 
(1) Early appointment of Vietnamese directors-general after Phase 2 
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As discussed by the working group, it was decided that the VJCC-Hanoi and VJCC-HCMC should each be 
managed independently by a Vietnamese director-general after the end of Phase 2.  For this purpose, it is 
necessary to establish a management system during Phase 2.  To secure a sufficient preparatory period, the 
FTU is required to appoint the full-time Vietnamese directors-general by May at the latest. 
 
(2) Preparation of a concrete management system plan 
 
To shift smoothly to a new implementation system after Phase 2, it is necessary to establish a concrete 
management system plan for the VJCC (including the contents of the services, an operation plan, a budget 
plan, and the assignment of personnel) based on the results of the working group’s discussions and 
discussions with the FTU, the Vietnamese directors-general, Japanese experts, and the JICA Office staff. 
 
(3) Securing financial sustainability 
 
Although the efforts to improve the financial condition of the VJCC were made during Phase 2, the 
following efforts are necessary to further increase sustainability: review of the contents of the services of 
the VJCC; review of the tuition fees for the BC and JC; diversification of revenue sources through the 
expansion of entrusted services; and review of the details of the expenditures.  As a target, the VJCC 
should cover 60% of the management costs from it own revenues by the end of the Project. 

 
3-7 Lessons learned 
 
It was not until midway through Phase 2 that the Vietnamese and Japanese sides attempted to share a 
common understanding about the future management of the VJCC.  From May 2008, however, 
communications were strengthened and a common understanding about the future direction of the VJCC 
was formed between both sides through a total of 11 meetings held continuously by the working group of 
Vietnamese and Japanese persons concerned.  In addition, this resulted in an increase in the FTU’s 
ownership of the Project, contributing to the smooth implementation of the Project.  Although the 
establishment of the working group was not planned at the beginning of the Project, the working group can 
be said to have been effective in strengthening relations with the Vietnamese side and eliciting its initiatives.
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